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はじめに 
国内では５Gの商用化に向け、新たな周波数として3.7ＧHz、4.5GHzのsub6と称される周波数

帯とともに、28GHz帯のミリ波が1事業者当たり400MHzの広い帯域幅で割り当てられた。さらに

地域の企業や自治体等の主体によるエリア限定のスポット的な利用向けのローカル5Gに対して

も4.7GHz帯とともに28GHz帯が割り当てられている。3GPPにおける国際標準化においても、ミ

リ波に対応した標準仕様が5Gの初期仕様から盛り込まれた。しかしながら5Gの商用展開は現在

のところ、3Gおよび4Gで使用しているローバンドおよびミッドバンドの5G移行と、sub6 (本書

では5G周波数として新たに割り当てられた3.7 GHz帯、4.5GHz帯をsub6とする)を中心に進めら

れており、ミリ波の導入はエリア的にも端末の普及の観点でも十分に進んでいない。世界の状況

としても複数の国で26GHz帯、28GHz帯、39GHz帯のミリ波の割り当てが進んでいるが、商用展

開は日本と同様にローバンド、ミッドバンドおよびsub6が中心であり、ミリ波の商用展開が開始

されている国は極めて限定的である。 
その一方で、ミリ波はその広い周波数帯域幅により、5Gの特徴の一つである超高速、大容量通

信、低遅延通信等の実現により、新たなサービス分野の創造等において大きな役割が期待されて

いる。トラヒック量も引き続き増加しており、将来的なミリ波によるトラヒック収容の期待も高

い。 
これらの期待を考慮し、産業利用や社会課題の解決に貢献するとともに、新たな5G/6G周波数

割当に向けた前提条件としてのミリ波普及促進を図り、日本のミリ波に関する国際的なイニシア

ティブを発揮することを目的として2023年1月にミリ波普及推進アドホックが5Gモバイル推進フ

ォーラム（5GMF）内に設立された。本白書は、ミリ波普及推進アドホックの主要な活動の一つと

して、ミリ波の国内外の展開状況、課題、技術、ユースケース、ソリューション等を取りまとめ

たものである。 
 5GMFは、2024年4月1日に、Beyond 5G推進コンソーシアムと統合され、XGモバイル推進フ

ォーラム（XGMF）として新たに活動が始まった。XGMFでは、旧5GMFのミリ波普及推進アド

ホック、アプリケーション委員会、ローカル5G関連の活動を連携して引き継ぐプロジェクトとし

てODAIBA IX(Industry Transformation) Coreプロジェクトが発足した。5GMFで作成された本

白書は、XGMFのODAIBA IX Coreプロジェクトでの活動内容を反映し、引き続きアップデート

されている。 
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本白書の構成と各章の概要は以下のとおりである。 
 
1. ミリ波の必要性の明確化 

社会発展と将来の持続可能な社会を築く上で通信の役割はより一層重要であり、高速大

容量・低遅延の特徴を持つミリ波の活用が極めて重要である。本章ではミリ波の必要性

について、将来のトラヒック増加に対する周波数リソース確保、将来の高速大容量・低

遅延サービスへの対応、経済性、エネルギー効率、新たなユースケース開拓、将来の追

加周波数割り当てへの足掛かり、の5つの観点から明確化を図っている。 
2. 国内外の動向 

5Gサービスは世界各国においてサービスが進展する一方、ミリ波に関しては、周波数の

割当は進展しつつも限定的な利用にとどまっている。本章では国内および海外のミリ波

の動向として、周波数割り当て、商用化サービス等の開始状況、ミリ波対応端末状況、

3GPP標準化動向の詳細を取りまとめている。 
3. ミリ波普及の課題 

現在、5Gのエリアは主にローバンド、ミッドバンドおよびsub6を中心に展開されており、

ミリ波のトラヒック収容比率は極めて低い。本章ではこのミリ波の状況を改善する上で

の課題として、ミリ波導入エリア、ミリ波対応基地局装置、ミリ波対応端末、ミリ波ユ

ースケースの4つの観点で分析している。 
4. ミリ波技術概要 

本章では、第3章で述べたミリ波普及の課題を解決するために有効と考えられる技術や、

3GPP等の標準化において仕様化または仕様化が検討されているミリ波に関連した技術

について網羅的に紹介している。 
5. 性能評価 

ミリ波の普及を図る上で、その高速大容量性や低遅延性の定量的な把握が重要である。

本章では、5Gミリ波を用いた具体的な実験・測定結果として、ミリ波が屋内および屋外

で非常に高いスループットおよび遅延性能を達成でき、屋内では見通し外であっても十

分活用できることが示されている。 
6. ミリ波導入シナリオ 

ミリ波は特に高い周波数帯であるため、その特徴を生かした使い方をすることが重要で

ある。大きな伝搬ロスによりセル半径は比較的小さくなるため、狭域・閉域での用途が

有効である。周波数帯域幅が大きいことによる高速大容量性は、トラヒックの多い場所

や高速サービスの提供が求められる場所で有効である。本章ではこれらの特徴を踏まえ、

複数の具体的なミリ波導入シナリオを挙げている。 
7. ローカル5Gとの親和性 

ローカル5Gでは比較的狭いエリアで、多数の端末が同時に密に使われることも想定され

ることから、超広帯域が扱えるミリ波はローカル5Gとの親和性が非常に高いといえる。

本章ではローカル5Gの経緯や普及状況とともにミリ波の活用が限定的である状況とそ

の課題を述べる一方で、ローカル5Gでのミリ波活用の有効性として、その親和性をエリ

ア規模と電波特性、通信容量と通信需要、システム規模の観点で説明している。 
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8. ミリ波ユースケース 
ミリ波普及にはミリ波の高速大容量、低遅延性を生かすことができるユースケースを明

確にすることが重要である。本章では、「人の集まるスタジアムなどの施設での大容量

高速化（eMBB）」、「FWAによるFTTH代替」、「法人専用ネットワーク」の3つのカ

テゴリに分け、具体的なミリ波を活用したユースケースを述べている。 
9. ミリ波ソリューション 

ミリ波の普及を推進する上では、ネットワークを構成する機器、その機器を開発・製造

するにあたってデバイス、測定器が十分調達可能な状況であることが重要である。本章

では、端末、基地局、アンテナ、測定器等のソリューションについて実例をもとに紹介

している。 
10. ミリ波ビジネス展望 

ミリ波のネットワーク展開、端末の普及、サービスの開発がなかなか進まない負のスパ

イラルが発生している状況から、これらをどう正のスパイラルに変換していくかが今後

のビジネス展望の鍵になる。本章では、正のスパイラルに変換していくためのビジネス

や制度面の取り組みとして、エリア展開、他業界への5G／ミリ波の訴求活動とサポート、

ミリ波普及推進の場の提供、5Gワイヤレス人材育成の観点で考えられるものをまとめて

いる。 
 

上記の通り、本白書はミリ波普及を図るうえで必要な情報を網羅的に記載している。本白書が、

国内外でのミリ波の普及推進とエコシステム構築に向けた一助として活用されることを期待する。 
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1 ミリ波の必要性の明確化 
現在までに、1Gから5Gまでの移動通信の発展が社会の発展に重要な役割を果たしてきたことは

疑いの余地もない。将来の持続可能な社会を築く上でも通信の役割はより一層重要になると考え

られる。これに対応するためには、高速大容量・低遅延の特徴を持つミリ波の活用が極めて重要

である。さらに2030年代の6Gに向けては、ミリ波のソリューションは検討のベースとなり、サブ

テラヘルツ帯活用の検討に向けた前提条件となると考えられる。以下でミリ波の必要性を複数の

観点で詳細に述べる。 
 

1.1 将来のトラヒック増加に対する周波数リソース確保 
過去数十年にわたり、マルチメディアサービスやスマートフォンの普及に伴い、移動通信トラ

ヒックは継続的に増加している。さらに4Gの導入とともに、人の通信だけでなくIoT（Internet of 
Things）の普及に伴うモノの通信需要も増加している。また様々な業界において、5Gを活用した

有線の無線化ニーズ、およびDXの進展に伴う通信による業務の効率化のニーズが高まっている。

これらを背景に移動通信トラヒックは継続的に増加しており、Fig. 1-1の通り、過去一年では1.1
倍（+14.0%）、過去3年では1.6倍（+64.6%）のトラヒック増加となっている。これらの傾向は今

後も続くと考えられ、さらに新たな移動通信のニーズが今後生まれる可能性もあり、移動通信ト

ラヒックのさらなる増加も想定される。 

 
Fig. 1-1 移動通信トラヒックの推移[1] 
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これらの要因によるトラヒック増加に対し、現在のsub6を主とした5G展開による容量増大や、

移動通信システムの技術的な高度化による通信容量の拡大も期待されるところであるが、これら

だけで将来のトラヒック増加に対応することは困難であると考えられる。GSMAのレポート[2]に
よるとFig. 1-2に示す通り、2030年までにeMBB、FWA、enterprise networksの3種のユースケー

スでそれぞれ4.5GHz、350MHz、150MHz、合計5GHzのミリ波周波数リソースが必要と報告さ

れている。これらの理由により、ミリ波の周波数リソースの活用が必須である。 
 

 
Fig. 1-2 2030年までのミリ波周波数需要予測[2] 

 
生成AIに代表されるAIを活用したアプリケーションやサービスが急速に普及しつつあるが、現

在のところは主にテキストや静止画を主としており、大きなトラヒックの増加の傾向はみられて

いない。しかしながら、将来的には動画を対象としたAIの活用と普及が想定され、劇的にトラヒ

ックが増加する可能性がある。Fig. 1-3はMobile Experts社による米国でのAIの影響も考慮した

トラヒック増加と周波数のトラヒック収容能力の対比を上りと下りのそれぞれで示した図である

[3]。この図における検討対象周波数としては、14GHz以下を対象としており、ミリ波は考慮され

ていない。図からわかる通り、特に上りトラヒックの増加が顕著になる可能性がある。2028年ま

では14GHz以下の既存周波数帯および新周波数帯で上りトラヒックを収容可能であるが、その後

は、それらの周波数帯のみでは上りトラヒック需要を収容しきれないと想定されている。ミリ波

は高トラヒックエリアでの特に上りの高速大容量化に有効であることから、ミリ波を普及させる

ことで、AIによる将来的な劇的な上りトラヒック増加に対処できると考えられる。 
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上り 
 

Fig. 1-3 米国でのトラヒック増加と周波数のトラヒック収容能力の対比[3] 
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1.2 将来の高速大容量・低遅延サービスへの対応 
5Gの高速大容量性、低遅延の特徴を生かした多くのサービスやアプリケーションが開発され、

また今後の発展も期待されている。エンタープライズ向けでは遠隔監視・遠隔操作や、映像のAI
処理によるセキュリティ、見守り、故障・障害の予知等のニーズが多く、より高度なサービスが

開発されるであろう。これらに対応するために、今後4Kさらには8K映像品質が必要とされ、それ

を伝送できる通信基盤が必要になると考えられる。 
コンシューマーおよびエンタープライズ向けの双方で、XRデバイスを活用したサービスやアプ

リケーションが既に多く提供されているが、今後XRデバイスの軽量化、映像表現の高精細化、高

機能化とともに5G通信機能搭載により、さらに新たな魅力的なサービスやアプリケーションが創

出されると考えられる。 
ロボティクスについては、工場などでの特殊用途だけでなく、人々が暮らす環境でのロボット

導入も今後加速的に普及すると考えられ、ロボットによる監視、見守り、介護などのサービスが

普及するであろう。 
生成AIに代表されるAIを活用したサービスやアプリケーションも今後爆発的に創出され、普及

することは疑いの余地はない。映像、XR、ロボティクスとAIを組み合わせたサービスやソリュー

ションも相乗効果をもって次々と開発されるであろう。 
これらは一例であり、将来的にはデバイスやAIの発展とともに様々な先進的なサービスやアプ

リケーションが開発されると考えられる。これに伴い、通信の高速大容量性や低遅延性のニーズ

が高まると考えられる。逆に高速大容量、低遅延なサービスが適材適所に提供されることで、こ

れら先進的なサービス・アプリケーションの開発と普及が促進されると考えられる。 
 

1.3 経済性、エネルギー効率 
通信トラヒックの急激な増大が見込まれている中、スタジアム、屋内ショッピングモール、鉄

道駅、屋外の人の密度が高い場所など特定の場所・エリアにおいては、集中的なトラヒックが発

生することが想定される。調査[4]ではFig. 1-4に示す通り、ある特定の場所では2021年から2026
年にかけてトラヒックが+116%になる事例が示されている。これに対し、ミリ波のデータ通信量

あたりの実装コストが年々低下するなか、2026年にはミリ波の実装コストはミッドバンドに対し

て75%低下し、また、ホットゾーンあたりのスモールセルの必要数は2025年にはミッドバンドに

対して74%低下することに加え、電力消費量を70%程度低減させる効果が見込まれている。戦略

的な場所へミリ波基地局を設置することで、高い経済効率性で、増大するトラヒックへ対応する

ことができることから、通信事業者の5G通信網のTCO(Total Cost of Ownership)を低減させるこ

とが期待されている。 
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Fig. 1-3 ミリ波の実装コストと電力消費見込みの調査結果[4] 
 

1.4 新たなユースケース開拓 
ミリ波の特徴である直進性の高さと広帯域性、そしてビームフォーミングによる運用は、新た

なユースケースを開拓する可能性を秘めている。例えば、5G基地局または5G移動局において測位

用の参照信号を送受信しその伝搬遅延差や到来角などに基づいて移動局の位置を測位するポジシ

ョニング[5-8]では、ミリ波を用いることでセンチメートルレベルの測位精度を達成できることが

報告されている[9]。今後さらに、反射された電波を測定することで5G移動局に限らない任意の物

体の位置や形状・状態を推測するセンシング機能や、5Gデータ通信とセンシングを融合するJoint 
Communication & Sensing[10]の標準化も想定される。Joint Communication & Sensingでは、

例えば5Gネットワークによる交通トラヒックのモニタリング[11]など、これまでにない新たなサ

ービスの創出が期待されるところである。 
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1.5 将来の追加周波数割り当てへの足掛かり 
前述の通り、様々な理由でミリ波の活用が期待されるが、それぞれの理由は短期的なものでは

なく継続的である。よって、現在割り当てられている28GHz帯を含む周波数だけで将来にわたり

十分ということはなく、2020年代中においても追加の周波数リソースの割り当てと活用が必要と

なると考えられる。今後のさらなる高速大容量、低遅延性の期待を考慮すると、ある程度広い帯

域幅を有する周波数リソースが必要であり、準ミリ波以上の追加周波数帯の活用が期待される。

これらの追加周波数をタイムリーに活用し、今後の社会発展を推進するためには、現段階から

28GHz帯をしっかりと活用できるソリューション開発と運用スキルが必須である。 
2030年代の6Gに関する検討が既に精力的に進められている[12-14]が、5Gの10～100倍に及ぶ

超高速大容量、超低遅延が要求され、周波数は数百GHzにおよぶサブテラヘルツまで検討されて

いる。ただ、サブテラヘルツの利用を検討するには、ミリ波の活用は大前提であり、逆にミリ波

を5Gでしっかりと活用できる技術とスキルを現段階で実用化しない限り、6Gに向けたサブテラ

ヘルツの検討は無意味なものとなる。逆に、ミリ波のソリューションを現段階でしっかりと確立

し運用することで、サブテラ波のソリューションを効率的に開発することが可能である。 
以上の通り、持続的な社会発展のため、2020年代における5G周波数の追加割り当てと活用や、

6Gに向けたサブテラヘルツの検討が重要であり、現状割り当てられている28GHzの普及は重要な

足掛かりであり前提条件である。そのためのソリューション開発、ユースケース開発や運用スキ

ルの確立が急務である。 
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2 国内外の動向 
5Gサービスは、大きな経済的効果をもたらす新たな社会基盤として大きな期待が寄せられ、世

界各国においてサービスが進展する一方、ミリ波に関しては、周波数の割当は進展しつつも、sub6
と共に利用されることで5Gのポテンシャルをフルに生かすために必要であるにも関わらず、米国

を除き、各国において限定的な利用にとどまっている。 
このような状況の中、日本は、米国に次いで商用化が進んでいる状況であり、今後、世界にお

けるイニシアティブを持つべく、政府、産業界において議論が進められている。 
本章では、これらミリ波に関する国内外の状況について、その概要を紹介する。 
 

2.1 全体の動向 
2.1.1 周波数割当動向 
世界各国において、5Gサービス用途として、26/28GHz帯で主に400MHzから1000MHz幅が割

り当てられている。ミリ波は、2022年12月には31か国で周波数が利用可能となっており、2022年
には18か国で事業者に対して周波数が割り当てられ、商用化を行っている事業者数は28（プライ

ベートネットワーク事業者を含む）となっている（Fig. 2-1）。また、日本を含む10か国において、

ミリ波が公衆網用だけでなく、プライベートネットワーク用にも割り当てられている（Fig. 2-2）。
この他、各国において周波数オークションの実施が計画されているなど、ミリ波の利用が可能と

なる国・地域が順次増加していくことが見込まれている。 
各国でミリ波の利用が進むにつれ、WTP (Willingness To Pay)やARPU (Average Revenue Per 

User)が向上する傾向が生じる一方で、ミリ波周波数の割当を受けた事業者のうち商用化へ進んで

いるのは20%にとどまっていること、ミリ波に対応する端末のシェアが10%であること、各国の

フラッグシップ端末がミリ波に対応していないことなど、ミリ波が5Gサービスの進展の中で未だ

主流になれていないことが報告されている[3]。 
日本では、2019年４月に5G用周波数として、sub6（3.6GHz～4.1GHz, 4.5GHz～4.6GHz）及

びミリ波（27.0GHz～28.2GHz, 29.1GHz～29.5GHz）が携帯電話４事業者に対して割り当てられ

た。また、2019年12月にローカル5Gが、一部周波数（28.2GHz～28.3GHzの100MHz幅）で制度

化され、2019年度末より免許申請の受付が開始された。2020年12月には、ローカル5G用周波数が

拡張（4.6GHz～4.9GHz、28.3GHz～29.1GHz）された。 
ローカル5Gに関しては、ミリ波がsub6に比較して早い時期に割り当てられたものの、当初は

LTEキャリアをアンカーとするNSAでの運用が前提であったこと、そして携帯電話事業者におい

てもミリ波の利用が普及する前段階であったこともあり、利活用が進まなかったという側面があ

る。 
現在、日本政府においては、4.9GHz帯 (4.9GHz～5.0GHz) / 26 GHz帯 (26.6GHz～27.0GHz) 

/ 40 GHz帯 (39.5GHz～43.5GHz)の追加割当を行うことを念頭においた、新たな割当方式等に関

する議論[4]がなされている。 
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Fig. 2-1 5Gミリ波周波数割当と商用化の状況（2022年11月時点） [1] 

 
 

 

Fig. 2-2 世界のミリ波帯周波数状況（2024年9月時点） [2] 
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2.1.2 各国におけるミリ波の商用化サービス等の開始状況（概観） 
（１）全体 
ミリ波を用いた商用サービスが本格化しているのは、2022年11月時点で米国と日本に限られる

など、限定的な状況となっている。商用化の初期段階にあるのが、ドイツ、イタリア、フィンラ

ンド、スペインの欧州各国、オーストラリア、台湾、香港、シンガポールなどのアジア各国など

である。 
 ミリ波は、１章で述べたようにその経済性などを活かして効率的にネットワークを構築するこ

とができることに加え、通信事業者が多様なサービスを提供し、売上を向上させることや、ネッ

トワーク投資を効率的に回収することを可能とすることが期待されている[5]。 
 

 

Fig. 2-3 ミリ波による経済効果の例 [5] 
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（２）国内 
日本においては、2019年に４通信事業者にミリ波が割り当てられており、商用サービスが開始

されている。 
総務省によれば、5Gの国内人口カバー率は、2023年3月末現在で96.6%に達している[6]ものの、

その多くは700MHz、1.7GHzや3.4GHz/3.5GHzといった4G用周波数からのリファーミングによ

る5G基地局数である。これらは、総計86,513局（人口カバー率は最大93.8%）となっており、5G
の人口カバー率の多くを占めている。一方、5G用に新たに割り当てられた周波数のうち、sub6 
（3.7GHz、4.0 GHz /4.5GHz）の基地局数は総計59,950局（人口カバー率は最大42.5%）、28GHz
の基地局数は総計23,363局（人口カバー率は最大0.2%）となっている。人口カバー率への寄与は、

3.7GHz、4.0/4.5GHzにおいてはおおむね20%～40%であり、ミリ波帯は各社ともに率として有効

な数字にはならないレベルとなっている。帯域別の5Gトラヒック量に関しては、sub6は52.0%と

なり2022年3月末時点より10%低下している。これはローバンド・ミッドバンドでのトラヒック収

容が10%増加しているためである。一方で、ミリ波は0.1%にとどまっている[7]。 
2024年には、政府において、ミリ波等の高い周波数帯を活用した5Gビジネスを拡大するための

インフラ、端末、ユーザ体験及び周波数割当に関する政策群が公表されている。 
 まず、5Gインフラの更なる充実を図るため、総務省「5G普及のためのインフラ整備推進ワー

キンググループ」において、インフラ整備の新たな目標として、サブ６については「まずは2027
年度までに80パーセントのカバーを全社共通の目標とし、将来的には概ねすべてのカバーを目指

すべき」とし、ミリ波については「2027 年度までに５万局（４者合計）の基地局数（陸上移動中

継局の数も含む）という目標を設定するべき」とされた。[8] 
 また、端末販売に関する規制について、総務省「競争ルールの検証に関するワーキンググル

ープ」において、「「鶏と卵」の状況を打破し、ミリ波のエコシステムを形成するためには、イン

フラ整備やユースケースの創出と併せて、ミリ波端末普及の後押しが重要であることから、ミリ

波対応端末に関しては、端末割引上限の緩和を行うことが適当である」とし、「ミリ波端末の割

引上限額を 1.5 万円緩和することが適当である」こととされた。これにより、従来4万円（税抜）

までとされていた割引上限額が5.5万円（税抜）まで緩和されることとなる。新たな制度は2024年
末頃より導入される予定となっている。[9] 
 さらに、規制改革実施計画では、「総務省は、当初４Ｇ用に割り当てられた周波数帯を用い

た５Ｇを利用する場合も、５Ｇ用に割り当てられた周波数帯を用いた５Ｇを利用する場合もスマ

ートフォンの画面上では、現状、どちらも区別なく「５Ｇ」と表示される点について、スマート

フォン利用者が周波数帯を正しく認識できるようにするため、それらが区別して表示されるよう

必要な措置を講ずる。」とされており、これを受けてサブ6やミリ波を受信している場合には、正

しく認識できるようなあらたな表示方法が導入される見込みとなっている。[10] 
 加えて、総務省「周波数再編アクションプラン（令和６年度版）（案）」において、「26GHz

帯及び40GHz帯について、令和７年度末を目途に条件付オークションを実施し、５Ｇに割り当て

ることを目指し、既存システムの移行方策や周波数共用検討の状況を適宜反映しながら令和７年

春頃を目途に技術的条件を取りまとめ、同年秋頃を目途に技術基準を策定する。」とあるように、

既存の28GHzだけでなく26GHz帯及び40GHz帯が新たに5Gサービスに割り当てられる予定とな

っている。[11] 
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Fig. 2-4 電波の利用状況調査の結果（帯域ごとの５G基地局の整備状況） [7] 

  

【参考】電波の利用状況調査の結果（帯域ごとの５G基地局の整備状況）

（出典）総務省: 令和5年度携帯電話及び全国BWAに係る電波の利用状況調査の調査結果の概要を基に作成
（いずれも2023年３月時点の値）

 事業者ごとの５G基地局の整備状況は、NTTドコモや楽天モバイルはSub6やミリ波が中心となっており、KDDIや
ソフトバンクはローバンド・ミッドバンドの基地局数が多くなっている。

 ５Gの全国人口カバー率（2023年3月末時点で96.6%）はローバンド・ミッドバンドによる寄与が大きい。Sub6に
ついては、カバー率は限られているが、処理しているトラヒック量は最も多い。ミリ波帯については、局数も少な
く、カバー率は1％未満、処理しているトラヒック量もほぼなく、限定的な利用にとどまっている。
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2.1.3 ミリ波対応端末の状況 
（１）グローバル 
ミリ波対応端末は、2022年12月時点で、世界65以上のベンダーから170機種以上の多様な製品

が発表・発売されている。スマートフォンの他、PC、Wi-FiルーターやIoT機器、通信モジュール、

CPE（構内無線設備）等の多様な製品が展開されている[1]。現時点では、発売されている国や機

種は一部にとどまっているものの、徐々に広がりを見せつつある。また、後述のとおり、米国で

は新規に出荷される端末のうち、ミリ波対応端末が57.3%を占めるなど、着実に普及しつつある。 

 
Fig. 2-5 ミリ波対応端末の展開状況 [1] 

 
（２）国内 
ミリ波を実装した端末は2022年には日本国内でハイエンド機種を中心に17機種が発売されて

いたが、2024年夏モデルでは2メーカーから2機種のみとなりサポートする端末が限定的になって

いく傾向にある。販売台数は2022年には170万台強、端末販売市場全体の約5.2%程度 [1]であっ

たが、現在はさらに低下している。米国と比較して、端末販売市場におけるシェアが低くなって

いることは、国内で高いシェアを有する端末が、米国とは異なりミリ波に対応していないことや、

ハイエンド端末が主な対応機種となっていることの影響が生じているものと思われる。今後は、

高いシェアを持つ端末や、ハイエンド端末以外の幅広い価格帯の端末のミリ波への対応はもとよ

り、対応端末そのものを継続的に市場に投入していくことが課題となる。 
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2.1.4 3GPP標準化の動向 
3GPPではRel-15以降FR2帯域(24250 MHz – 52600 MHz)として、バンドn257, n258, n259, 

n260, n261, n262が標準化されてきた。Rel-17においてFR2-2帯域(52600 MHz – 71000 MHz)ま
で拡張されバンドn263も標準化された。 
 

Table. 2-1 3GPP Release 17におけるミリ波バンド 
NR バンド 周波数 デュプレックス 主要地域 
n257 26500 MHz – 29500 MHz TDD 日本、韓国 
n258 24250 MHz – 27500 MHz TDD 欧州、インド、豪州等 
n259 39500 MHz – 43500 MHz TDD  
n260 37000 MHz – 40000 MHz TDD 米国 
n261 27500 MHz – 28350 MHz TDD 米国 
n262 47200 MHz – 48200 MHz TDD 米国 

n263 57000 MHz – 71000 MHz TDD  
 
また、ミリ波向けのアプリケーションとして、スマートフォンのような携帯端末以外にも、こ

れまでにFWA型、車載型、高速鉄道向け端末の仕様が標準化されている。キャリアアグリゲーシ

ョンによる最大連続帯域幅の拡大（1.2GHzから2.4GHzへ）やミリ波バンド間のキャリアアグリ

ゲーションの仕様追加もRel-17までに行われており、4章で紹介するmassive-MIMOのさらなる高

度化・機能拡張等、ミリ波通信の性能向上のために3GPP標準の改訂が継続して行われている。 
 
2.2 各国の動向（日本除く） 
2.2.1 米国 
米国では、AT&T、T-Mobile、Verizon等の各事業者へ周波数がライセンスされており、FWAで

の利用や都市部や高トラヒックエリアでのホットスポット利用が進展している。 
 また、ライセンスに際しては、ライセンスを保持するエリアにおいて少なくとも40%の人口カ

バー率を達成することなどが求められている[1]。 
これに対し、Verizonでは全米1500都市以上で、4万局以上のミリ波基地局を、スタジアムや駅

などの拠点や、都市部に集中的に設置するなど、積極的な利用が進んでいる。また2025年までに

5000万家屋へFWAサービス（ミリ波及びＣバンド）を提供することを目指している[1]。 
対応端末については、Table 2-2が示すように、順調に普及が進んでいる。これは、米国で高い

シェアを有する端末が2020年以降、一部機種でミリ波に対応していることが要因の一つと考えら

れる。 
Table 2-2 米国におけるミリ波対応端末の普及状況（IDCを基に算出） 

年 2019 2020 2021 2022 
ミリ波対応 
端末のシェア 

0.3% 4.3% 43.1% 57.3% 
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インフラの充実と、対応端末の普及にあわせ、スタジアム、駅などの交通ハブ、屋内ショッピ

ングモール、屋外の人が多く集まる場所などにおいて、ミリ波の利用が進展することにともない、

放送の中継やスポーツ観戦時などにおける新たなユースケースが生じてきている。アメリカンフ

ットボール、F1、アイスホッケーなどの大規模なスポーツイベントにおけるミリ波を用いた多様

な観戦方法も浸透し始めており、好評を博していることが報告されている[3]。このように、ミリ

波が積極的に使われている先進的なネットワークを用いたB2B2Cのビジネスが徐々に広がりつ

つある。[3] 
 
2.2.2 欧州 

Deutsche Telekom（独）、Elisa（フィンランド）、FastWeb（伊）及びTIM（伊）が商用化の

初期段階にある。FWA、スマートフォン、産業向け用途が中心となっている。また、複数のモデ

ルシティを構築するプロジェクトが検討・進行中である[1]。 
英国では、26GHz（24.25GHz-27.5GHz）及び40GHz（40.5GHz-43.5GHz）のミリ波を5Gな

どのモバイル技術に割当てることとし、オークション（2024年第2四半期）の設計やローカルライ

センスの付与条件等について、2023年3月にパブコメを開始した。周波数割当に際しては、ミリ波

の展開が最も多いと予想される主要な町や都市（高密度エリア）で、共有アクセスライセンスフ

レームワーク（Shared Access licensing framework）を用いて、先着順でローカルライセンスを

付与し、市／町全体での割当をオークションで行うこととしている。また、低密度エリアでは、

展開がまばらになることが予想されることから、共有アクセスライセンスフレームワークを使用

して、ミリ波のローカルライセンスを先着順で付与する[12]。 
フランスでは、2023年、政府はFrance 2030政策の一環として、新たな提案募集（2025年まで

に7500億ユーロ以上の規模の投資を想定）を開始し、支援を行う計画としている[1]。 
• 5G の発展と 6G および次世代のネットワークの開発を促進するためのR&D 
• 高レベルのセキュリティと信頼性を保証する通信ネットワーク向けソリューションの開発 
• 通信ネットワークの環境負荷の改善 
またフランスでは他にも、European 5G-TOURS research projectの一環として、26GHz帯を

用いたRennes大学病院におけるヘルスケア分野における取組などが進んでいる[1]。 
スペインでは、2023年2月末にバルセロナで開催されたMWCの会場では、Telefonica社の初の

ミリ波商用局（Ericson社製）が設置され、訪問者やミリ波関連展示で活用された。Qualcomm社

のブースでは、ミリ波対応端末の展示やスピードテストのデモが行われた。このデモでは、通信

環境により結果が大きく左右されるものではあるが、PC等の遮へい物があった場合においても、

速度等が大きく低下することがないことなどが示された。 
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MWC 2023 

会場内のミリ波基地局 
通常の状態 

（下り約3.0Gbps） 
PCで遮へいした状態 
（下り約3.0Gbps） 

Fig. 2-6 MWC2023でのミリ波関連技術展示 
 
2.2.3 中国 
中国では、sub6を用いた5GのNW展開が急速に進み、2022年12月には231.2万局が構築されて

いる。その一方で、ミリ波の通信事業者向けライセンスは、2023年２月時点で付与されていない。

プライベートネットワーク向けライセンスとしては、2022年10月には、国内初の商用ライセンス

（5925MHz-6125MHz、24.75GHz-25.15 GHzの周波数）がCOMAC（中国の航空機製造メーカ

ー）へ付与された[13]。 
ミリ波は、5Gサービスのカバレッジを補い、ネットワークの容量を増加させるものとして期待

が寄せられ、これまでに研究開発や試験などの取組が進められてきた。 
2019年には主要技術の試験による仕様の統一化を図り、2020年には設備試験による試験環境や

パフォーマンス試験システムを完成させ、2021年にはSAサービスの試験、2022年にはミリ波の試

験を行うなど、着実に取組を進めている[14]。 
 
2.2.4 韓国 
韓国では、Korea Telecom、SK Telecom、LG Uplusへ2018年6月、周波数オークションの結果、

28GHz帯で各社へ800MHzの周波数が割り当てられた。3年以内に15,000局の基地局設置の義務

が課されていた。 
政府からは、28Ghz帯への投資が継続的に奨励されていたものの、各事業者は3.5GHzへの投資

を優先した結果、当初の周波数割当期限である2023年11月を待たずに、LG U+とKTは2022年11
月[16]、SKTは2023年5月[17]、割当停止の措置が取られた。ただし、現在使用中の地下鉄サービ

スについては、当初の割当期限まで使用可能とされている[15]。 
2023年1月31日、韓国政府より、市場参入の敷居の低下、初期ネットワーク構築支援、サービス

運営支援などからなる新規事業者参入支援法案が示された。2023年第2四半期には周波数割当の

公告、第4四半期には新規事業者の選定が行われる見通しとなっていた[15]。2024年2月、オーク

ションの結果、26.5-27.3 GHzをアンカーバンドの700 MHz FDDバンドとともにStage Xが取得

したが、7月31日には割り当てが取り下げられた。 
その一方で、政府NWを5Gで構築することや、3億ドルのGiga-Korea高速プロジェクトによる

高速ネットワークの開発支援が行われている[1]。 
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2.2.5 インド 
インドでは2022年7月に周波数オークションが行われ、RJIO に1GHz幅(SA)がインド全域で、

Airtelに800MHz幅(NSA)がインド全域で、BSNLへ400MHz幅(SA/NSA(TBD))がインド全域で、

Vodafoneへ200-800MHz幅(NSA)が主要マーケットで、Adani Data Network(5Gプライベートネ

ットワーク事業者)へ400 MHzが運用を行っている主要マーケケットでn258のミリ波が割り当て

られた。 
今後、2023年にほとんどの事業者がFWAやモビリティのユースケースのフィールド実証などを

行った。2024年には、商用サービスの開始が期待されている。以後3年、5年時点でのカバレッジ

に関する展開義務が政府より課されている[1]。 
 
2.2.6 オーストラリア 
オーストラリア通信メディア局 (ACMA) の26 GHz 帯域のオークションで、5 社が周波数を

獲得した。Telstra Corporation Limited はほとんどの地域で1GHz幅を、Optus Mobile Pty Ltd 
はほとんどの地域で 800 MHz幅を、Mobile JV Pty Limited (Vodafone Hutchison Australia と 
TPG Telecom の JV)は、ほとんどの地域で 600 MHzを、Dense Air Australia Pty Ltd (5G テ
ストベッドの中立ホスト事業者)は、限定的なエリアで200MHzを、Pentanet Limited (パース市

のローカル ISP) は２地域で400 MHzをそれぞれ落札した。 
オークションで落札されたライセンスは、すでに発効され、2036 年までの有効期間となる[1]。 
オーストラリアでは、2860万ドルの5G Innovation Initiativeプログラムにより、ユースケー

ス開発や5Gにより生み出される価値のデモンストレーション等に資金が提供されている[1]。ミ

リ波を使った商用ネットワークの構築が進められており、シドニーやメルボルンといった主要都

市ではすでに商用サービスが展開されている。ユーザーの集中する大きなスタジアムへの導入も

行われている。 
 
2.2.7 東南アジア 
東南アジアでは、2020年にはSingtel（シンガポール）、CHT 及び APT (台湾。APTはミリ波

プライベートNW事業者)、21年にはTRUE 及び AIS（タイ）、CMHK及びHKT（香港）、Viettel
（ベトナム）といった、５か国・地域の8事業者がミリ波事業を開始している。 
また、これら8事業者を含め、5か国・地域の16事業者がミリ波の周波数を獲得している。 
シンガポールでは、2,250万ドルの5Gの新たなソリューションを開発するためのグラントプロ

グラムや、5,000万ドルの最先端の通信技術等の開発支援が行われている。 
台湾では、Advanced Semiconductor Engineering (ASE)社により、5GmmWave NR-DC SAに

よるスマートファクトリー事業を立ち上げる計画などがもたれている[1]。 
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3 ミリ波普及の課題 
ミリ波では広い帯域幅によりsub6よりも高速・大容量化が期待できる一方で、現在、5Gのエリ

アは主にローバンド、ミッドバンド、sub6を中心に展開されており、ミリ波のトラヒック収容比

率は極めて低い。この状況を改善する上での課題として、ミリ波導入エリア、ミリ波対応基地局

装置、ミリ波対応端末、ミリ波ユースケースの観点で分析し、以下に述べる。これらの課題に対

して、既に多くの技術やソリューションの研究開発および導入が進められている。それらについ

ては4章 ミリ波技術概要、および9章 ミリ波普及に向けた既存ソリューションを参照頂きたい。 
 

3.1 ミリ波導入エリア 
電波伝搬の自由空間損失は式１で示される。これは、電波伝搬ロスは周波数が高くなるほど、

周波数の増分の2乗の割合で大きくなることを意味している。 
 
伝搬損失L=(4πd f/c)²  d:距離，f:周波数，c:光速  （式1） 
 
自遊空間損失に加え、周波数によって異なる空気中の分子振動による吸収もあり、Fig. 3-1に示

すロスが生じる。 
 

ｃ 

Fig. 3-1 Atmospheric and molecular absorption 
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また、遮蔽によるロスも周波数が高くなるほどより急峻となり、見通し外での受信レベルの低

下がより大きくなる（Fig. 3-2）。 

 
（Fig. 3-2 遮蔽ロスの測定結果例 [1]） 

 
これらの電波伝搬上の特性により、同一の実効輻射電力で比較した場合にはミリ波のセル半径

はsub6より小さくなる。また、遮蔽ロスが急峻で大きいことから、できる限り見通し環境を確保

できる場所にアンテナを設置する必要がある。これらは通信事業者にとってコストやアンテナ設

置場所の確保上の課題であることから、現状は運用しやすいsub6から主に導入されている。ミリ

波のエリア改善のためには、電波伝搬特性を踏まえた上でのアンテナ性能の改善や小型化、アン

テナ設置場所の制限を緩和する新たなソリューション等が必要である。 
 

3.2 ミリ波対応基地局装置 
ミリ波は5Gで新たに移動通信向けに使われる周波数帯で、新規開発が必要であり、その普及度

合いはsub6と比較して限定的で無線デバイスの規模の経済効果も現状は低い。 
基地局アンテナについては、sub6に比較して小型アンテナの実現が容易であり、伝搬ロスの増

加に対応するアンテナゲインの飛躍的な向上を図るために、超多素子アンテナを利用するのが主

流となっている。また、装置内のロスも増大することから、ロスを最小限にするアンテナと増幅

器を一体化したアナログRFICによる実装が通常使われる。このようにミリ波基地局は実装上新し

い点が多く、今後の進化が期待される。例えば、基地局の増幅器の効率としてはsub6は数十％程

度なのに対し、ミリ波は十数％と低い。現状は超多素子アンテナを利用する実装によりシステム

全体の効率を高めており、今後はアンプ自体の効率も向上する。MIMOレイヤ数に関しては、ミ

リ波では装置規模の制約から２レイヤが主流となっている。また、超多素子アンテナによるビー

ムフォーミング機能に関しても、フルデジタルによる高性能化は装置規模の観点でいまだ商用実

装には至っておらず、アナログとデジタルのハイブリッド実装が主流である。これらの機能の発

展は将来的な高度化の可能性として検討されている。 
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3.3 ミリ波対応端末 
白書全体でも述べられているがミリ波のユースケースはまだ十分でなく、加えて、現在、ミリ

波を利用できるエリアは十分にない。ミリ波を実装した端末は増加しつつあるが、いまだハイエ

ンド端末に限られていることが現状である。前述のミリ波アンテナ、モジュール、ベースバンド、

関連するSW等の開発等、ミリ波を導入することに伴うコスト増加は端末価格の上昇を招き、ロー

エンド端末への普及が困難となっている。この価格上昇分に見合うメリットを見いだせていない

点、エンドユーザーが享受できていない点も現状の課題である。また、ミリ波導入で部品点数が

増えることで、端末のデザインにも制約が生じる可能性がある。今後ミリ波導入のコスト、アン

テナ・モジュール等の小型化、アンテナ特性の高カバレッジ化が端末への普及のカギとなる。 
併せて、ミリ波では増幅器等の半導体デバイスの電力効率がマイクロ波と比べまだ低く、これ

が一つの主原因となり消費電力が高い。これはバッテリー消費量や発熱等にも影響し、エンドユ

ーザーの使用感に大きな影響を及ぼす課題である。これらを解決することもミリ波端末の普及へ

のカギとなる。 
 

3.4 ミリ波ユースケース 
5G特有のユースケースとして動画サービスの高品質化や、遠隔監視・制御のニーズなど広がり

つつある。しかし、現状のほとんどのユースケースがsub6の性能でも満足できるレベルにとどま

っており、ミリ波の高速・大容量性能を必要とするレベルではないことから、ミリ波の普及につ

ながっていない。今後、ミリ波を必要とするさらなるユースケースの高品質化や新たなユースケ

ースの創出に向け、他業界へのミリ波の有効性の訴求と実証が必要である。 
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3.5 全体課題 
以上、ミリ波普及の課題としてミリ波導入エリア、ミリ波対応基地局装置、ミリ波実装端末、

ミリ波ユースケースに分類して述べたが、これらは独立な課題ではなく、相互に関連しており、

現状はある意味負の連鎖を生じていると考えられる。例えば、ミリ波特有の高速・大容量性を生

かしたユースケースが存在しないことは、ユーザー数増/ARPU増によるミリ波導入の費用対効果

を見込むことができないため、通信事業者がミリ波のエリア拡大に消極的な理由の一つとなって

いる。ミリ波を実装した端末が限定的であるのはミリ波のエリアが限定的であることも理由であ

る。ミリ波特有のユースケースが創出されていないのはミリ波エリアが限定的で、ミリ波実装端

末が普及していないことも理由であろう。よって、ミリ波普及に向けては、上記の3つの課題をす

べて解決し、正の連鎖とする必要がある。（Fig. 3-3） 
 

 
Fig3-3 ミリ波普及課題の相互相関と正の連鎖 

 
さらに上記のミリ波の状況と課題は国内だけのものではなく、世界的な課題であり、海外のほ

うがより深刻な状況である。ミリ波の周波数割り当ては海外でも徐々には広がっているものの、

いまだ一部の国にとどまっている。ミリ波の周波数割り当てが行われた国でも、エリア展開がさ

れていない、もしくはごく一部のエリア、ごく一部の用途にしか導入されていない。通信事業者

に周波数割り当てされたものの、エリア展開されていない状況から、割り当て免許をはく奪され

たケースが海外で発生した。ミリ波の普及に向けては、世界規模でのエコシステムの構築による

価格低減、コスト削減、技術革新が必須であり、国内のみに注力すればよい問題ではない。今後、

ミリ波の課題と解決方法を世界的に共有し、グローバルなエコシステムを構築することが国内で

の普及に向けても極めて重要である。 
 

参考文献 
[1] 豊竹和孝，他, “テラヘルツ帯における人体遮蔽損失,” 信学総大, B-1-5, Mar. 2022. 
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4 性能評価ミリ波技術概要 
本章では、３章で述べたミリ波普及の課題を解決するために有効と考えられる技術や、3GPP等

の標準化において仕様化または仕様化が検討されているミリ波に関連した技術について、その概

要を紹介する。Fig. 4-1に、本章で紹介する11のミリ波技術とそれぞれの技術が解決する課題につ

いて整理する。 

 
Fig. 4-1 ミリ波技術と解決する課題 

 
4.1 ビームフォーミング技術 
伝搬ロスが大きくなり、増幅器の出力や効率が低くなる課題を解決するために、ミリ波ではビ

ームフォーミングが必須の技術となっている。Fig. 4-2に示すように、基地局に多素子アレーアン

テナを用いることで高いアレーゲインが得られるため、伝搬ロスの課題を解決できる[1]。また、

多素子アレーアンテナのアンテナ素子と同数または素子数に比例した数の増幅器を用いることで、

増幅器一つ当たりの出力や効率が低くなる課題もカバーできる。一方、アンテナ素子数を増やし

てアレーゲインを高くするとビーム幅が細くなるため、より追従性に優れたビームの指向性制御

が必要となる。なお、多素子アレーアンテナによるアレーゲインの増大は、下りリンクだけでな

く上りリンクのカバレッジ拡大にも有効である。 
ビームフォーミング方式は、アナログビームフォーミング、デジタルビームフォーミング、そ

れらを組み合わせたハイブリッドビームフォーミングに分類される[1]。多素子アンテナを用いる

ことに加えて、ミリ波は信号帯域幅が広いことから、アナログビームフォーミングが一般的に用

いられる。これは、広帯域に対応した高速DAC/ADCは消費電力が大きいため、DAC/ADCの数が

最少（信号多重数と同数）で済むアナログビームフォーミングが適しているためである。なお、

ミリ波の多重数は、VH偏波を利用して、1枚のアンテナパネルで2多重とする方法が一般的である。 
  

伝搬ロスが大きくなり
増幅器の出力や効率が
低くなる課題を解決

ビームフォーミング技術

ミリ波の直進性や
遮蔽ロスによる電波伝搬の
課題を解決するとともに
空間多重を活用

MIMO技術

電波の直進性が強く
遮蔽物の陰への回り込みが
小さいことによるカバレッジ

の課題を解決

トポロジー改善技術

周波数が高くなるほど
増幅器の出力や効率が低く

なる課題を解決

ミリ波デバイス技術

カバレッジが狭いため
基地局設置数が多くなりイ
ンフラコストが増大する課題

を解決

インフラシェアリング

複数キャリアを柔軟に
利用することで、広帯域
信号の消費電力増大の

課題を解決

ミリ波キャリアアグリゲーション

カバレッジが狭く
遮蔽ロスの影響で
ミリ波の通信が安定
しない課題を解決

sub6+ミリ波デュアルコネクティビティ

下りリンクと上りリンクの
カバレッジがアンバランスに

なる課題を解決

High-Power UE

TDD周波数帯域を
サブバンドに分割し、異なる
サブバンドで上下リンク

通信を行う

Sub-band full-duplex (SBFD)

300km/hを超える高速
移動中に5G NR通信を実
現する機能がミリ波に対応

High-speed train (HST)

AI/MLによる学習と
ビーム予測により、ビーム
測定・報告に関するオー
バーヘッドを低減

AI/MLによるビーム予測
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将来のトラヒック増大に対応し、ミリ波の有用性をより高めるためには、ミリ波の多重数を2よ
りも増やして行く必要がある。アナログビームフォーミングで多重数を増やすには、複数のアン

テナパネルを用いる方法がある。3GPPでは、Rel-17でマルチパネルを搭載する端末の上りリンク

マルチビーム制御が標準化され、Rel-18では更にミリ波の固定型移動局端末（CPEやFWAなど）

向けに、上りリンクでのマルチビーム同時送信などが標準化されている[2]。基地局においては複

数パネルを用いるマルチビームの導入は任意であるが、この場合アレーアンテナの面積とともに

増幅器などの回路数も増大する。１枚のアンテナパネルを分割して、分割した複数の小規模アン

テナパネルを用いる方法もあるが、この方法ではアレーゲインが減少してしまう。そこで、多重

した信号を１つのアンプでまとめて増幅する機能を持ったマルチビーム多重対応のミリ波RFチ
ップを開発することで、アレーアンテナの面積を増やすことなく、またアレーゲインを減少させ

ることなく、１枚のアンテナパネルからVH偏波以外の多重信号を送信することができる[3]。今

後、高速DAC/ADCの低消費電力化が図れれば、ミリ波でもデジタルビームフォーミングやハイブ

リッドビームフォーミングを適用することで、多重数を増大することが可能になる。 
 

Fig. 4-2 ビームフォーミングの効果 
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4.2 MIMO技術 
本節では、ミリ波の直進性や遮蔽ロスなどの電波伝搬の課題を解決するとともに、空間多重を

活用したMIMO関連の将来技術について紹介する。 
 

4.2.1 LoS-MIMO 
MIMOの空間多重は、信号処理により伝搬チャネル上に独立経路を形成することで実現してい

る。マルチパスフェージング環境では、マルチパスが多いほど独立経路を形成しやすい伝搬チャ

ネルとなる確率が高くなる。電波の直進性が高く、反射や回折がしにくいミリ波などの高周波数

帯の場合、MIMOの送受信アンテナが見通し内（LoS）環境の時に伝搬チャネルの相関が高くな

り、独立経路を形成することが難しい。見通し内MIMO（LoS-MIMO）では、MIMOのアンテナ

素子を送受信距離に対して適切に配置することで、伝搬チャネルの相関を下げ、複数の独立経路

を形成可能となる。特に最適な素子間隔となる場合、MIMOの固有モード伝送での通信が可能と

なる[4]。しかしながら、最適な素子間隔は送受信距離に対して決まるため、従来固定通信での利

用が検討されてきた。近年では、移動通信への利用が期待されており、送受信距離の変動にロバ

ストなLoS-MIMOの検討が行われている[5]。これらのLoS-MIMO技術によって、ミリ波でも空間

多重が利用しやすくなり、ミリ波の周波数利用効率向上が可能になる。 
 

4.2.2 Massive-MIMO／分散MIMO 
ミリ波は、その高い直進性により、電波が障害物に遮蔽されると通信が途切れてしまうリスク

がある。その対策として、Fig. 4-3に示すように多数のRAU（Remote Antenna Unit） を分散配

置してRAUからユーザー端末への見通し通信を確保する分散MIMO（Distributed-MIMO）が有

効となる[6-8]。特に、集約基地局に接続されたRAUを、屋外では電柱、信号機、街路灯などに、

屋内では壁や天井などに多数設置し、それら複数のRAUが互いに連携して通信する広域分散

MIMOの導入が期待されている[9]。広域分散MIMOにより、ユーザー端末は複数のRAUとの間で

見通しパスを冗長に確保できるので、ミリ波の通信安定性を高められる。分散MIMOは、アレー

アンテナの各アンテナ素子を搬送波波長に比べて大きく離隔配置することで、予め独立な伝搬パ

スを確保して空間の自由度を最大限に活かす技術であり、Massive-MIMO1の一実施形態である。

Massive-MIMOには各アンテナ素子配置方法に関して、既にsub6帯で実用化されている素子間隔

を1/2波長程度と近接配置した集中型MIMO（Collocated-MIMO）と、アンテナ素子を離隔配置し

たDistributed-MIMOがある。前者は方向操舵可能な平面波ビーム生成が可能であるが空間多重

度においては反射や回折等による独立なパス数に依存し、後者は方向操舵可能な平面波ビームは

生成できないが予め独立なパスを有し空間多重度を最大化できる特徴がある。3GPPにおいても

Rel-16/17にて1つのUEに対し2つの基地局（送受信ポイント、TRP（Transmission and Reception 
Pointとも呼ばれる））を用いた分散MIMOが仕様化されている[10]。Multi-TRPについては、Rel-
18でもビームを独立に制御する複数のTRPと同時通信を行う仕様が導入されるなど高度化が進め

られている[2]。 

 
 

1 Massive-MIMO 
MIMOを高度化した一技術であり、多数の独立したトランシーバの自由度を活かし、空間多重と無線伝搬路の

品質安定性を同時に向上する技術。5Gにおいては4Gの直交周波数多重・時分割多重に加え、空間多重による更

なる周波数利用効率向上を目指して開発・導入された。 
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Fig. 4-3 送信機から受信機までのチャネルマトリックス 
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4.3 トポロジー改善技術 
ミリ波は電波の直進性が強く、遮蔽物の陰への回り込みが小さいため、基地局から見通し外と

なる場所のエリア化が課題となる。そのため、基地局と端末の間に中継局や反射板を設置するこ

とで、基地局から見通し外となるエリアの受信品質を向上させるトポロジー改善技術が有効とな

る。中継局は、再生型の中継局と、レピータなどの非再生型の中継局に分類される。 
レピータは、電源のみの接続で動作するため設置が容易であり、GPS信号などは不要で屋外・

屋内どちらでも使用することができ、遅延が大きいデジタル信号処理がないため5Gで要求されて

いる低遅延特性を有している。ミリ波帯のレピータは、ビームフォーミング対応（アンテナ一体

型）しているため、基地局に対向するドナー側と端末に対向するサービス側のユニットを分離し、

ユニット間を同軸ケーブル一本で接続することで、柔軟なエリア形成を可能にしている[11]。一方

でミリ波はTDD運用が一般的であり、かつビーム制御が必須であることから、上下リンクいずれ

の中継であるか、そして基地局と移動局どちらに対するビーム制御を行うかを正しく制御しなが

ら中継できることが望ましい。そこで3GPPでは、Fig.4-4に示すようにレピータにTDDパターン

やビームの制御機能を加えた、Network controlled repeater（NCR）という非再生型中継局がRel-
18で標準化されている[12]。 

 

Fig. 4-4 Network controlled repeaters [13] 
 

再生型中継局としては、3GPPではRel-16においてIAB（Integrated Access and Backhaul）が

標準化されている。IABはFig. 4-5のように基地局DU相当の機能と移動局相当の機能を有する

ノードである。Rel-16以降、様々なIAB制御用のプロトコルや制御信号が規定されている。 

 
Fig. 4-5 IAB-node [14] 
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一方で、IABノードを導入することなく再生中継を実現することが望ましいケースもあると考

えられるため、Rel-19では、基地局の機能全体と移動局の機能を有する新たなノード、WAB
（Wireless Access and Backhaul）の検討を行うことが合意された[15]。WABの形態として、Fig. 
4-6のように基地局全体の機能を電車や飛行体などの移動体に搭載し、地上局と乗客等の端末との

通信をリレーさせるようなユースケースが考えられている。 

 
Fig. 4-6 WAB-node [16] 

 
また、最近では、これまで固定と考えられていた電波環境を動的に制御する研究が進んでい

る。Fig. 4-7 に示すように、中継局の位置や向きを可変にして制御したり、メタサーフェス反射

板を用いて入射波を任意の方向に反射させたりして制御する RIS（Reconfigurable Intelligent 
Surface）などの検討が行われている[11, 17]。さらに同軸ケーブルと比較し低損失伝送が可能な

誘電体導波路により遮蔽物を迂回する技術や、誘電体導波路の一部から電波を放射させ、さらに

電波の放射位置を自在に変更、移動させることで、工場などのレイアウト変更など電波環境の変

化にも柔軟に対応可能なエリア化技術が検討されている[18]。 

Fig. 4-7 メタサーフェス技術を用いたRISの概念図 
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4.4 ミリ波デバイス技術 
ミリ波において増幅器の出力や効率が低くなる課題を解決するデバイス関連技術について考察

する。Fig. 4-8は、各種デバイス材料における周波数と増幅器出力の関係を示している。図から分

かるように、周波数が高くなるほど増幅器の出力は低下する傾向にあり、28GHz帯以上の高周波

になると、CMOSやSiGeを材料とした増幅器の出力が大きく低下する。デバイス材料にGaNを使

うことでミリ波でも高出力化を図ることができるが、CMOSと比べるとGaNはコストが高いため、

現状のミリ波基地局では、多素子アレーアンテナとCMOSまたはSiGeを材料とした増幅器の組み

合わせが用いられている。したがって、将来GaNのコストが下がれば、高出力の増幅器を用いる

ことで、多素子アレーアンテナ以外の様々な構成のミリ波基地局を実現することが可能になる。 
次に、周波数が高くなるほど増幅器の効率が低下する課題について考察する。sub6ではDoherty

アンプに DPD（Digital Pre-Distortion）を適用することで増幅器の効率を大幅に改善している

が、ミリ波ではACLR（隣接チャネル漏洩電力）の規定が緩いこともあり、DPDは一般的に使わ

れていない。但し、信号の歪を補償することで、EVM（Error Vector Magnitude）を減少させ

256QAMの伝送を可能にしたり、バックオフを小さくして増幅器の効率を改善したりするなど、

ミリ波にもDPDを適用する利点は十分にある。多素子アンテナを用いるミリ波基地局では、多数

の増幅器からの広帯域信号を多数の高速ADCを用いてフィードバックする必要があるため、DPD
の回路規模および消費電力が増大してしまう。そこで、ミリ波のACLR規定が緩いことを利用し

て、フィードバックに使用する高速ADCの数を減らすことでDPDの回路規模を大幅に削減する技

術が検討されている[19]。 
 

 
Fig. 4-8 周波数と増幅器出力の関係 
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4.5 インフラシェアリング 
ミリ波はカバレッジが狭いため、面的にエリアを構築するためには、非常に多くの基地局を設

置する必要がある。そのため、基地局の装置コストや設置コストを低く抑えることが重要な課題

となる。インフラシェアリングはこれらの課題を解決する有効な手段の一つと考えられる[20]。
Fig. 4-9に示すように、インフラシェアリングには、鉄塔などの設置場所を共用するサイトシェア

リングや、アンテナ設備を共用するアンテナシェアリング、RUシェアリングや基地局シェアリン

グなど様々な形態がある[21]。ローミングやMVNO（Mobile Virtual Network Operator）と言っ

た他の通信事業者の基地局およびネットワーク設備を利用する形態のインフラシェアリングは既

に行われている。sub6などの低い周波数では、基地局無線部（増幅器）とアンテナをRFポート経

由で分離したタイプの基地局が多いため、アンテナシェアリングの実現は比較的容易である。一

方、ミリ波は伝送路損失が大きいため、増幅器とアンテナ間の伝送距離が長くなるアンテナシェ

アリングは適さない。特にカバレッジ確保を必要とする屋外などでは、基地局あるいは基地局無

線部を共用する形態のシェアリングがミリ波には適しており、その実用化が検討されている[21]。
また、広い帯域幅を確保できるミリ波などの高周波数帯において、アナログRoF（Radio-over-Fiber）
を用いて無線基地局の信号処理機能を集約局に集約し、アンテナおよび増幅器からなる張出局を

複数の無線システムで共用する基地局構成の検討が行われている[22]。これにより、張出局の小型

化・低消費電力化による設置性や経済性の向上が可能になる。 
 

 
Fig. 4-9 インフラシェアリング方式の比較 
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4.6 ミリ波キャリアアグリゲーション（CA） 
一般にミリ波ではsub6と比較して広い帯域幅を利用して通信することができる。例えば日本で

利用可能な28GHz帯では、5G事業者当たり400MHzが割り当てられており、ローカル5Gでは最大

900MHzの連続周波数を利用可能である。多くの場合、このような広帯域を1キャリアとして扱う

のではなく、帯域幅100MHz等のキャリアを複数束ねて通信するキャリアアグリゲーション（CA）

の形態を適用する[10]。CAでは通信に利用するキャリア数を柔軟かつ適応的に変えることができ

る。なお、CAでは下りリンクと上りリンクで異なるキャリア数を利用することも可能である（Fig. 
4-10）。例えば、所要スループット等に基づいてキャリア数を制御することで、移動局の電力消

費を抑えることができる。ミリ波CAは28GHz帯を含むすべての5Gミリ波周波数帯において3GPP
で標準化されており、ミリ波の運用では必須技術となっている。 

 

 
Fig. 4-10 ミリ波キャリアアグリゲーション（CA） 
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4.7 sub6+ミリ波デュアルコネクティビティ（DC） 
5Gでは、ミリ波の通信を行う際にsub6のキャリアをアンカーキャリアとして利用し、sub6とミ

リ波の同時通信で5Gサービスを提供するsub6 +ミリ波デュアルコネクティビティ（DC）を利用

できる[10, 23]。sub6+ミリ波DCでは、sub6とミリ波の両方の通信を同時に利用することができ

るため、ミリ波単一で利用する場合と比べて高いスループットを達成できる。また、ミリ波では

連続するカバレッジがないエリアやミリ波通信が安定しない場合であってもsub6の周波数で接続

を維持することができるため、ミリ波による無線リンク障害（Radio link failure）の発生を防止

できる。sub6+ミリ波DCにおいて、sub6を5GキャリアではなくLTEキャリアとした無線アクセ

ス形態は、NSA（Non-Standalone）と呼ばれ、特に5Gの初期展開で、早期運用のため必須技術と

なった（Fig. 4-11）。sub6+ミリ波DC（NSA含む）は各国・事業者の様々な周波数の組み合わせ

で実施できるよう3GPPで標準化が行われており[24]、現在広く利用されている技術である。 
 

 
Fig. 4-11 LTE-NR Dual Connectivity接続イメージ 
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4.8 High-Power UE（HPUE） 
ミリ波およびsub6では、人体防護や無線共用など様々な観点に基づいて定義された移動局の最

大出力が存在する。一般に移動局の最大出力は基地局の最大出力よりも小さいことが多く、下り

リンクと上りリンクのカバレッジ・アンバランスが課題となる。これを解決するため、HPUE
（High-Power User Equipment）と呼ばれる高出力の移動局が標準化されている[25]。HPUEは

基地局による制御の下、人体防護等で問題が生じない範囲で高出力化を行い、上りリンクのカバ

レッジを改善することができる。ミリ波では複数種類のHPUEが標準化されているが、例えば

Power Class 1と呼ばれるHPUEは固定無線用の移動局の仕様であり、最大EIRPとして55dBmを

出力可能である。Power Class 1のミリ波HPUEは、米国向けには製品化もされている。 
 

 
Fig. 4-12 高出力端末（HPUE）の導入 [26] 

 
4.9 Sub-band full-duplex（SBFD） 
セルラー通信では、ミリ波を含む高い周波数では一般にTDDが利用されることが多い。TDDは

上下リンク周波数の分割が不要であり、効率が高くなる一方で、同一周波数や隣接周波数で上下

リンクの切り替えパターンを同期させる必要がある。一般に下りリンクの方が上りリンクよりも

トラヒック量が多いことから、TDDの上下リンクは下りリンク偏重のパターンが用いられる。し

かしこの場合、上りリンクの送信タイミングが限られることから、上り通信の遅延が制限される

という課題がある。 
3GPPではRel-18にて、TDD周波数で通信を行う基地局が、その周波数帯域をサブバンドに分

割し、異なるサブバンドで上下リンク通信を行うSub-band full-duplex（SBFD）の検討を行った

[27]。TDDで必須と考えられていた上下リンク通信の同期が崩れることから、大きな干渉が発生

する。とりわけ上下リンク通信を同時に行う基地局では、自身の下りリンク送信が自身の上りリ

ンク受信に干渉する自己干渉が非常に大きく、この抑圧が必須となる。Rel-18での検討では、サ

ブバンド間にガード周波数を設けること、上下リンク通信を同時に行う基地局アンテナパネルを

上下それぞれのサブパネルに分割すること(Fig. 4-13)、そしてRFやベースバンドで干渉キャンセ

ラを導入することなどにより自己干渉を抑圧すれば、上りリンクの低遅延化による性能改善が期

待できることが明らかになった。なお、基地局・移動局間や、隣接周波数間のTDD同期が崩れる

点については環境によっては別途対策が必要となる可能性がある。SBFDはRel-19で標準化する

ことが合意されている[28]。 
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Fig. 4-13 Sub-band full-duplex (SBFD) [29] 
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4.10 High-speed train （HST） 
3GPPでは、300km/hを超える高速移動中に5G NR通信を実現する機能としてHSTが標準化さ

れている。Rel-16ではSub-6のHSTのみが標準化されていたが、Rel-17ではミリ波のHSTも標準

化された。ミリ波の現実的な運用を考えると、各乗客の端末がミリ波で高速移動中にビーム制御

しながら地上基地局と通信することは考えにくい。そこでミリ波HSTでは、車両の屋根上などに

固定された端末が地上基地局と通信を行うシナリオを想定し、そのような端末を新たにPower 
class 6端末と定義した上で、その機能や性能規定が標準化された[30]。 
ミリ波HSTではFig.4-14のように、高速移動する端末の進行方向前方の基地局が次々と切り替

わりながら通信を行うUni-directional deploymentと、進行方向前方と後方の基地局が次々と切

り替わりながら通信を行うBi-directional deploymentの両方が想定されている[31]。 

 
(a) Uni-directional deployment 

 

(b) Bi-directional deployment 
Fig. 4-14 

 

  
Fig. 4-15  高速鉄道におけるユースケースの一例  提供 JR東海 
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4.11 AL/MLの利用（AI/ML for beam management） 
5Gミリ波で必須となるBeam managementでは、基地局が候補となる複数の送信ビームでそれ

ぞれSSBやCSI-RS等の参照信号を送信し、端末に測定と報告を要求する。端末は、それらの参照

信号を候補となる複数の受信ビーム候補で測定して受信ビームを決定し、その測定結果を基地局

に報告する。基地局は端末からの報告をもとに送信に利用する送信ビームを決定し、端末に通知

する。この測定・報告を繰り返すことにより好適な送信・受信ビームの利用を維持し、通信品質

の担保を行う。最適な送信・受信ビームを常に利用できることが望ましいが、候補となるビーム

数が増えるほど、または端末の移動等により伝搬環境の変化が大きいほど、より頻繁かつ精細な

ビーム測定・報告が必要になり、オーバーヘッドが増加するという課題がある。 
Rel-18では、AI/MLの利用によりこの課題を解決するBeam predictionのStudyが行われた。通

信に利用する下りリンク送信ビームのセットをビームセットA、測定を行う下りリンク送信ビー

ムのセットをビームセットBと定義し、ビームセットBの測定をもとに、基地局または端末におい

てAI/MLを利用することで、ビームセットAの中から好適なビームを予測する。このようなAI/ML
によるビーム予測として、下記2つのケースが検討された。 
 
BM-Case1：Spatial domain（空間方向の）ビーム予測 
ビームセット B はビームセット A よりも少ないビーム数で構成されるケースを想定する。例と

して、ビームセット B はビームセット A に含まれるビームのサブセットで構成される場合（Fig. 
4-16 参照）や、ビームセット A に含まれるビームよりもビーム幅の広いビームで構成される場合

が考えられる。ビームセット B の測定をもとにビームセット A の中から好適なビームを同定でき

れば、ビームセット A に含まれるビームの測定を行う場合と比べ、小さなオーバーヘッドで Beam 
management を実現できる。 
 
BM-Case2：Temporal（時間的な）ビーム予測 
ビームセット B はビームセット A よりも少ないビーム数で構成されるか、両者は同一であるケ

ースを想定する。ビームセット B の過去の測定及びその時間的変化をもとにビームセット A の中

から現時点・未来における好適なビームを同定できれば、ビームの測定頻度を減らすことができ

ることとなり、より小さなオーバーヘッドで Beam management を実現できる。 
 

 
Fig. 4-16  ビームセットAとビームセットBの一例（ビームセットBの測定に基づき、

AI/MLによりビームセットAから好適なビームを決定する） 

Set-A

Set-B
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いずれのケースについても、AI/ML によるビーム予測は、基地局側または端末側いずれかにお

いて行うものと想定している。基地局側で AI/ML によるビーム予測を行う場合、端末から報告さ

れるビーム測定の結果を AI/ML モデルに入力し、好適なビーㇺを予測し決定する。精度よく予測

を行うため、事前に AI/ML モデルを様々なデータにより学習させておく必要がある。各基地局に

おいて独立に AI/ML モデルの学習を行うことができれば、それぞれの基地局の実装や運用パラメ

ータ・環境に適したビーム予測も実施可能となる。端末側で AI/ML によるビーム予測を行う場合、

端末側でビーム測定結果を AI/ML モデルに入力し、好適なビームを推論し決定する。この場合、

端末ごとに固有の実装等を考慮した学習・予測が可能となる。基地局による送信ビームのパター

ンやその受信品質は、基地局の実装や運用パラメータ、通信環境などにより多様であることが想

定されることから、端末側での AI/ML の学習は、様々な基地局の実装や運用パラメータ・環境が

存在することを考慮して行われることが望ましい。 
 

3GPP ではミリ波（30GHz 帯）における AI/ML によるビーム予測の有効性を計算機シミュレ

ーションによって検証し、その結果を報告書としてまとめている[32]。結果のまとめを一部引用す

る： 
- BM-Case1 では、セット A のビームをすべて測定する場合と比べて、AI/ML を利用すること

でビーム測定に関するオーバーヘッドを 1/4 倍から 1/16 倍に削減できる。AI/ML によりビー

ム測定のオーバーヘッドを 1/4 倍または 1/8 倍に減らした場合であっても、セット A のビー

ムをすべて測定する場合と比べて、平均ユーザスループットは 85%以上、5%セル端ユーザス

ループットを 70%以上達成できることも報告されている。 
- BM-Case2 では、ビーム予測周期が長いほど高い精度で予測が可能となる。一定の通信品質を

確保しつつ、ビーム測定に関するオーバーヘッドを 1/2 倍から最大で 1/5 倍程度に削減するこ

とも可能である。 
 
上記の Rel-18 Study をベースに、3GPP は Rel-19 において AI/ML による Beam management

を標準化することを合意している[33]。なお、標準化の範囲は AI/ML によるビーム予測を実現す

るための基地局・端末間のシグナリングや性能規定等が想定されており、AI/ML のモデル自体を

標準化することは検討されていない。 
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5 性能評価 
本章では、5Gミリ波を用いた実験・測定結果として、ミリ波が屋外で非常に高いスループット

及び遅延性能を達成でき、屋内では見通し外であっても十分活用できることが示されている。各

節本のサマリは下記のとおりである。 
 
- 5.1節：5Gミリ波のスループットと遅延性能の測定（一対一通信・理想環境） 

 見通しかつ遮蔽・反射がない電波案箱環境で受信電力を変化させ、一対一通信のスル

ープットと遅延を測定した。その結果、低次の変調方式を使わざるを得ないような低

い受信電力の環境であっても1Gbps以上のスループットを得ることができ、かつ7ms
以下のPing RTTを維持できることが分かった。この結果は、5Gミリ波が幅広い高速通

信・低遅延サービスに適することを示している。 
 

- 5.2節：5Gミリ波の屋内環境測定 
 実際の屋内施設に5Gミリ波の基地局を設置し、移動局の場所を様々に変えてそのスル

ープットを測定した。その結果、基地局近傍で高いスループットを得られるのはもち

ろん、柱による遮蔽が存在する場所であっても基地局近傍と大きく変わらないスルー

プットを達成できることが分かった。この結果は、5Gミリ波がある程度の遮蔽や基地

局と端末間の距離が避けられない現実の屋内環境においても広い範囲で高いスループ

ットが得られることを示している。 
 

- 5.3節：5Gミリ波の屋外環境測定 
 本節は[33]で報告されている屋外測定の紹介となる。屋外基地局が実際に設置されて

いる東京のある場所でスループットの定点および移動測定を行った。その結果、屋外

に設置された基地局は100m程度の範囲でミリ波通信可能なエリアを形成できている

こと、そして5Gミリ波のエリアが連続しておらず、5Gミリ波に常時接続できない場合

であっても、移動中に変動するスループットの平均値はsub6を利用する場合と比べて

大幅に改善できることが分かった。この結果は、ある程度エリアカバーが不完全な状

況であっても5Gミリ波は高いユーザーメリットを提供できるということを示してい

る。 
 

- 5.4節：5Gミリ波の課題とその解決策 
 本節では、見通し外環境のサポートという5Gミリ波の課題に関する取り組みを紹介す

る[35-39]。中継器、RIS、そして誘電体導波路の応用といった研究開発の取り組みが

行われていることを述べる。 
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5.1 5Gミリ波のスループットと遅延性能測定（一対一通信・理想環境） 
実際に市販されているミリ波対応の端末と5Gミリ波対応の疑似基地局を使用して、1対1通信の

理想的な環境でのパフォーマンスを測定した。Fig. 5-1に今回使用した市販ミリ波端末の性能評価

例を示す。ミリ波対応の疑似基地局はKeysight E7515B、ミリ波対応端末はSHARP AQUOS R7 
(Qualcomm Snapdragon 8 Gen 1 搭載)を使用した。疑似基地局と端末は、バンド1（2.1GHz帯）

のLTEアンカーと、バンドn257（28GHz帯）のミリ波NRキャリア(100 MHz x 4ccの合計400 MHz)
を用いて通信を行うものとした。端末と疑似基地局のミリ波送受信アンテナは電波暗箱の中に収

容されており、ミリ波の伝搬距離は1.5 m程度である。経路損失や端末の受信電力などの各種条件

は、疑似基地局のダウンリンクパワーを変更することで変更可能である。また、伝搬環境は、遮

蔽物や反射波がほとんど存在しないクリーンな見通し環境(LOS環境)である。 
 

 
Fig. 5-1 市販ミリ波端末の性能評価例 (Keysight提供） 

 
＜下りリンクスループット評価＞ 
ミリ波キャリアの変調符号化方式（MCS：Modulation and coding scheme）をそれぞれ256QAM, 

64QAM, 16QAM, QPSKに固定した状態で、疑似基地局のダウンリンクパワーを変更した際のNR
物理層スループットをFig. 5-2に示す。NSA構成であるが、スループット測定値にLTEアンカー側

のスループットは含まれない。受信パワー（RSRP）が十分に大きい状態においては、256QAMで

3 Gbpsを超えるスループットが測定された。また、RSRPが-80 dBm程度以上であれば、256QAM
であってもほぼエラーフリーの伝送が実現できている。RSRPを-110 dBm程度まで下げても

16QAMではエラーフリー伝送が出来ており、1 Gbps以上のスループットを安定して得ることが

出来る。ミリ波では使用可能な周波数帯域が400 MHzと広いため、低次の変調であっても高速な

通信環境を提供できることがわかる。 
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Fig. 5-2 5Gミリ波の端末受信スループット 

 
＜5Gミリ波の遅延性能＞ 
ミリ波疑似基地局の変調方式(MCS)をダウンリンクのブロック誤り率が約10%になるような適

応制御(リンクアダプテーション)を実施した際のNR物理層スループットと、Pingパケットによる

往復遅延量(Round Trip Time: RTT)をFig. 5-3に示す。ダウンリンクパワーを下げると、適応制御

により変調方式が自動で変化するため、平均スループットがピークから次第に減少する。前節で

の結果と同じく、RSRPが-110 dBm程度までは1 Gbps以上のスループットを維持することが可能

であった。強電界時はPing RTT値は5.0～5.5 msであったが、RSRPが低下してもRTT値の増加は

15%以下にとどまっており、今回実験したRSRP範囲では一貫して6.5 ms以下のRTT値となった。

ミリ波システムはサブキャリア間隔が広く1スロットあたりの時間が短いこと、ミリ波ではTDD
パターンの上下リンク切り替え周期が極めて短いことなどの恩恵により、通信環境によらず本質

的に低遅延通信を実現することが出来る。 

 

Fig. 5-3 5Gミリ波の端末受信スループットとラウンドトリップ遅延 
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上記の結果から、ミリ波システムは様々なユースケースに対応できる低遅延・高スループット

環境提供することが可能で、既に市販されているミリ波対応端末が十分なパフォーマンスを有し

ていることがわかる。また、実測データは高いピークスループットを提供できるというミリ波シ

ステムの利点に加えて、低遅延環境を安定して提供することが出来ることも示している。これは、

安定した低遅延環境が必要であるが、ピークスループットを必ずしも必要としないアプリケーシ

ョン（中程度のスループットで、かつ応答性が要求されるオンラインゲームなど）にもミリ波ネ

ットワークを活用できることを示唆している。 
 

5.2 5Gミリ波の屋内環境測定 
本節では屋内環境で測定された5Gミリ波の性能評価結果を示す。Fig. 5-4にある10m x 20mの

室内の一角に5Gミリ波基地局を設置し、室内の様々な場所（ポイントA～F）で下りリンクのスル

ープットを測定した。バンドn257（28GHz帯）のミリ波NRキャリア(100 MHz x 4ccの合計400 
MHz)において2レイヤMIMOかつ64QAM変調を利用するものとし、TDD運用はDL:UL比率 = 
4:1、基地局の送信電力は32dBmとした。各ポイントにおいて測定された5秒間の平均スループッ

トは次のようになった。 
 

ポイントA：1666.54 Mbps 
ポイントB：1586.91 Mbps 
ポイントC：1851.24 Mbps 
ポイントD：1842.28 Mbps 
ポイントE：1602.87 Mbps 
ポイントF：1643.85 Mbps 

 
Fig. 5-4 5Gミリ波スループットの屋内測定 
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基地局近傍（ポイントC/D）では遮蔽や減衰がないため、高いスループット（本測定条件・環境

においては1.8Gbps超）が得られる。ポイントA/B/E/Fは基地局から距離があり、さらに部屋の中

央付近に柱が存在するため、ポイントC/Dと比べると一定の遮蔽・減衰の影響を受ける。しかしそ

れでも、1.5Gbpsを超えるスループットをすべてのポイントにおいて達成できることが確認でき

る。本測定結果は、ある程度の遮蔽や基地局と端末間の距離が避けられない現実の屋内環境にお

いても、見通し外を含む広い範囲で高いスループットが得られることを示している。 
 
屋外の基地局から電波が浸透しにくく、比較的規模の大きい空港やオフィスビル、商業施設に

おいては、現在DAS（Distributed Antenna System）と呼ばれるLTE・5G基地局や屋内無線LAN
アクセスポイントを屋内に設置し通信サービスを提供することが多い。[1]では、このようなDAS
基地局や無線LANアクセスポイントに併設する5Gミリ波基地局を設置することで、その屋内施設

を広くカバーできることを示す測定結果を提供している。 
一例として、Fig. 5-5に空港コンコースの屋内基地局または無線LANアクセスポイントに5Gミ

リ波基地局を併設した場合の5Gミリ波の基地局からの伝搬損（MPL：Maximum path-loss）を可

視化した図を掲載する[1]。各5Gミリ波局は偏波ごとに128アンテナ素子を備え、16の水平ビーム

を形成できるものとしている。ほぼ全域（99.7%のエリア）においてMPLが115dB以下となるこ

とが確認できる。[1]における条件では、この場合99.7%のエリアで数Gbpsのスループットが得ら

れるとしている。さらに[1]では、空港コンコースの他コンベンションセンター、地下鉄プラット

フォーム、オフィス、そしてショッピングストアにおける同様の測定結果も示している。 
施設内にDASや無線LANが整備されている場合、新たに5Gミリ波の屋内基地局を別途整備する

のは困難な場合があるものの、[1]の報告は、5Gミリ波の屋内基地局を既存の屋内ネットワークに

併設することができれば、大規模施設であっても広く5Gミリ波サービスを提供できることを示し

ている。 

 
Fig. 5-5 空港における5Gミリ波基地局の設置例および伝搬損測定結果 
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5.3 5Gミリ波の屋外環境測定 
本節では屋外環境で測定された5Gミリ波の性能を示す。 
 

5.3.1 上りリンクスループットの屋外環境測定結果 
Fig. 5-6に、2022年4月にシグナルズ・リサーチ・グループによって東京で実施された5Gミリ波

の通信性能ベンチマーク調査結果[2]を紹介する。当該ベンチマーク調査においては、5Gミリ波を

サポートする商用スマートフォンを用い、実際に事業者が設置した5Gミリ波基地局との間で通信

を行って、そのスループットやRSRP・SINRを測定している。帯域幅は下りリンクは400MHz、
上りリンクは200MHzを実施しており、この条件における5Gミリ波の最大スループットは下りリ

ンクが約2.4Gbps超、上りリンクが400Mbps超となる（それぞれ2レイヤMIMOかつ64QAM変調）。 
 
＜定点測定＞ 
新橋駅すぐそばにおいてスループットの定点測定を行った結果、下りリンクで2Gbps、上りリ

ンクで300Mbpsを超えるスループット測定を記録した。このとき端末と5Gミリ波基地局の距離は

115m程度であることを確認しており、ミリ波では100m程度の距離がある場合でも高いスループ

ットを達成できることがわかった。 
実際にはスループットは場所により大きく変わってくる。上りリンクに着目し、新橋駅周辺（新

橋駅銀座口から最大400mほどの範囲）において5Gミリ波のスループットを定点測定した結果は

下記の通りとなった。このエリアでは4つのミリ波基地局が設置されているが、それぞれが異なる

エリアをカバーすることにより、広い範囲で150Mbpsを超えるスループットを達成できているこ

とが確認できる。一部通信環境の良好な地点においては、上りリンクスループットが250Mbpsを
超えるケースもあった。 

 

Fig. 5-6 屋外における5Gミリ波上りリンクスループット定点測定 
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＜移動測定＞ 
シグナルズ・リサーチ・グループ社では、東京駅周辺において徒歩で移動した場合の平均の上

りリンクスループットも測定している。Fig. 5-7において一番右のグラフは移動局の5Gミリ波を

オフにした場合、中央は移動局の5Gミリ波をオンにした場合の平均スループットである。移動局

の5Gミリ波をオンにした場合であっても常時ミリ波で通信が可能なわけではなく、移動中には見

通し環境や基地局からの距離などが変化することから、ミリ波による通信が行われる区間と行わ

れない区間が存在する。中央のグラフは、このように5Gミリ波が常時使われない中での平均スル

ープットを示す。一番左のグラフは、移動局の5Gミリ波がオンであり、かつ5Gミリ波による通信

が行われた区間のみのスループットを平均化した値である。なお、5Gミリ波をオフにした場合や

5Gミリ波による通信が行われない区間では、代わりに5G sub6周波数（周波数バンドn78）を用い

て通信を行っている。 

 
Fig. 5-7 屋外における5Gミリ波上りリンクスループット移動測定 

 
これらの結果より、5Gミリ波は上りリンクの移動平均スループットを大きく改善できることが

分かる。前述のように中央のグラフの測定では、5Gミリ波を常時利用できているわけではない。

それでも5G sub6周波数帯のみを用いた場合に比べ、平均で3倍もの上りリンクスループットを達

成できることが分かる。5Gミリ波は直進性や減衰の特徴からエリア展開が難しいと言われること

があるが、今回の測定結果はある程度エリアカバーが不完全な状況であっても高いユーザーメリ

ットが得られるということを示している。今後さらに5Gミリ波の展開が進み、ほぼ常時5Gミリ波

での通信が可能な状況になれば、さらにスループットを改善可能であることが一番左のグラフか

ら確認できる。 
一方で、ほぼ常時5Gミリ波での通信を可能とするためには、基地局からの見通し外となる場所

のエリア化を行っていかなければならない。次節では、このような技術をいくつか紹介する。 
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5.3.2 下りリンクスループット及び遅延の屋外環境測定結果 
5.3.2では、5Gミリ波商用ネットワークの屋外環境での下りリンクおよび遅延の測定結果を紹介

する。測定は2022年11月に東京都渋谷区にて実際の商用端末を用いて行った。スループットおよ

び遅延は屋外を徒歩で移動しながらOokla® Speedtest® アプリ[3]を使用して測定した。測定に

よって得られたスループットと遅延の結果をFig. 5-8およびFig.5-9に示す。比較のため、Sub6を
用いた場合、LTEを用いた場合のスループット及び遅延の測定結果も示している。 

Fig. 5-8より、ミリ波を用いることで下りリンクスループットは最大で約2Gbps、平均でも約

1Gbpsを達成できており、概ねSub6と比べて4倍程度、LTEと比べて10倍程度のスループットが

得られていることが分かる。また、Fig. 5-9より、ミリ波を用いた場合にはPingの遅延はほぼ15ms
程度となり、Sub6やLTEと比べて1/3倍程度の遅延となったことが分かる。 

 

Fig. 5-8  屋外における5Gミリ波下りリンクスループット移動測定 
  

Fig. 5-9 屋外における5Gミリ波下りリンク遅延移動測定 
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 なお本測定にあたって、ミリ波基地局がどの程度のエリアをカバーしているのかという観点で

も調査を行った。具体的には通信事業者のエリアマップからミリ波基地局の設置場所を推定し、

上記ミリ波のスループット・遅延の測定ポイントまでの距離を記録した。その結果、ミリ波基地

局がカバーしている距離は多くの場合少なくとも100 – 150m程度、見通しの良い道路・路地では

200 – 250m程度であることが確認できた。 
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5.4 イベント会場における5Gミリ波の性能評価 
本節ではイベント会場内で測定された5Gミリ波の性能評価結果を示す。複数の公衆網5Gミリ波

基地局が設置されているゲームイベント会場にて様々な場所で基準信号強度（RSRP）や、下りお

よび上りのスループットを測定した。Fig. 5-10に示す通り、イベント会場は1ホールあたり112.5m 
x 60mの広さで2～3ホールごとに区切られている。会場内には合計16基の5Gミリ波基地局を確認

した。ミリ波基地局の位置とアンテナの向きはFig.5-10の青矢印が示す通りである。全測定場所の

結果をFig. 5-11に示す。代表地点として基地局近傍のポイントA、基地局間の中間点にあたりポ

イントB、基地局から見通し外のポイントCの測定結果をTable 5-1に示す。 
 

Table 5-1 ポイントA,B,Cにおける測定結果 
ポイント RSRP / PCI 下りスループット 上りスループット 

A -74 dBm / 26 1.77 Gbps 293 Mbps 
B -94 dBm / 51 888 Mbps 83 Mbps 
C - 244 Mbps 12 Mbps 

 
ポイントA/Bの結果のようにイベント会場内は広い範囲で良好な5Gミリ波信号が届いており、

下り上りともに高いスループットが計測された。一方で壁から張り出した屋根で基地局から見通

し外になるポイントCでは5Gミリ波に接続できずポイントA/Bに比べてスループットは下がった。

なお、本評価中の5Gミリ波の平均値はRSRP -85.9dBm、下りスループット 1.12Gbps、上りスル

ープット 150Mbpsであった（N=26）。 
イベント会場では展示物などで見通しが遮られることが多いが会場の四隅など極端に電波が届

きにくい場所を除いて安定してミリ波接続が維持できることが確認できた。近年イベント会場で

はWi-Fiの電波状況が悪くなっているため会場内での安定した高速通信の提供のため5Gミリ波が

活用できることが確認できた。 
 

 
Fig. 5-10 ゲームイベント会場とミリ波基地局 
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Fig. 5-11 ゲームイベント会場内での測定 

  



 

 

57 

5.5  5Gミリ波ネットワークのユーザー体感評価 
上述の通り、5Gミリ波ネットワークは優れた遅延性能やスループット性能を持っていることが

わかる。一方で、ミリ波ネットワークのさらなる普及のためには、これらの技術的優位点によっ

て、一般ユーザーの日常的な使用においてどのようなメリットがあるかを訴求していくことが大

切である。そこで本項では、これらのネットワークの上でユーザーが実際のアプリケーションを

使用して通信した際に、どの程度のユーザー体感(User Experience; UX)が期待できるかを評価し

た結果を紹介する。UX試験では、RSRP, S/N比などのエンジニアリング観点でのネットワーク品

質評価に加えて、実際にユーザーが使用するアプリケーションの応答時間などの体感についても

測定をする。 
 

5.5.1 混雑スポットでのSNSのユーザー体感測定 
今回は、多くのスマートフォンユーザーが日常的に使用していることが想定されるSNSアプリ

ケーションのX (旧 Twitter) について、人が非常に密集する混雑スポットでのユーザー体感を測

定した。測定には、市販スマートフォンをベースとした計測器 (Galaxy S22ベースのKeysight 
Nemo Handy) x2台、およびアプリケーション試験ソフトウェア(Keysight Nemo Outdoorおよび

Application Test Automation)を使用した。 
 
評価項目は、Xで主に想定される通信動作のうち、ダウンリンク中心およびアップリンク中心の

下記の2つとした。 
 

フィード更新 (ダウンリンク中心トラフィック) 
投稿一覧が表示されている画面で、画面を下にスワイプして最新のポストを読み込む動作を

実施する。スワイプをしてから投稿内容が画面に表示されるまでの時間を「フィード更新時間」

として測定する。フィードの更新のスワイプ動作は、アプリケーション試験ソフトウェアがタ

ッチ入力をスマートフォンにすることで自動化されている。また、ポストが更新されるまでの

時間測定は、アプリケーション試験ソフトウェアで画面認識することにより自動で実施される。 
 
動画つきポストの投稿 (アップリンク中心トラフィック) 

約20秒の動画つき(約10 MB)のポストを作成して、ポスト(投稿)ボタンをタッチしてからフ

ィードに反映されるまでの時間を「投稿時間」として記録する。投稿に必要な操作（動画撮影、

投稿への添付、投稿ボタンのタッチ）は、アプリケーション試験ソフトウェアがタッチ入力を

スマートフォンにすることで自動化されている。また、動画つき投稿が反映されるまでの時間

測定は、アプリケーション試験ソフトウェアで画面認識することにより自動で実施される。 
 
UX測定は、人の行き来が非常に激しい東京都内のターミナル駅の駅前広場（5Gミリ波対応エリ

ア）で夜の帰宅ラッシュ時間帯 (木曜日ならびに金曜日の19:30から20:30頃)に実施した。2台の同

機種、同キャリアのスマートフォンを用意し、1台は5Gミリ波機能をON、もう1台はOFFにした

状態で同じSNS動作を同時に実施した。 
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5.5.2  X (Twitter)フィード更新時間 
フィード更新にかかる時間の測定結果をFig. 5-12に示す。木曜日、金曜日ともにDevice #1 (ミ

リ波OFF, グラフ緑点)、Device #2 (ミリ波ON, グラフ赤点)の両デバイスともに、おおよそ3秒程

度の時間を要した。また、所要時間の殆どは2.5～3.5秒の間に収まっており、ミリ波の有無にかか

わらず安定したサービス品質を維持している。フィード更新のようなダウンリンク中心のトラフ

ィック、かつ動画再生のような大容量の転送を伴わない通信においては、どちらも良好なユーザ

ー体感を提供できているといえる。 
 

 
Fig. 5-12 Xでのフィード読み込みをしたときの応答時間 (提供: Keysight) 
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5.5.3 X (Twitter) 動画つきポストの投稿時間 
次に、動画（20秒間）付きポストの投稿にかかる時間の測定結果をFig. 5-13に示す。木曜日、

金曜日ともにDevice #2 (ミリ波ON, グラフ赤点)で投稿所要時間がDevice #1 (ミリ波OFF, グラ

フ緑点)に比べて大幅に短縮されていることがわかる。多くの人で駅前が賑わう金曜日ではその差

が顕著であり、Device #2はDevice #1の約半分の時間で投稿が完了している。また、Device #2で
は木曜日、金曜日どちらも同程度の投稿時間を安定して記録している。これらの結果は、アップ

リンクが重視される用途において、ミリ波ネットワークがUXの大幅改善に貢献できることを示唆

している。 

 
Fig. 5-13 Xで動画付きポストを投稿したときの応答時間 (提供: Keysight) 

 
5.5.4 ユーザー体感を元にした 5G ミリ波ネットワークのメリットの訴求 
前述の実アプリケーションを使用したユーザー体感評価結果から、ミリ波の技術的優位性は、

実際のユーザー体感向上にも貢献していることがわかる。これは、一般ユーザーに目に見える形

で、5Gミリ波ネットワークの優位性が現れていることを意味する。近年は動画投稿などのアップ

リンクが重視されるSNSアプリケーションなども多く使用されているため、これらのミリ波なら

ではの優れたユーザー体感は、スマートフォン購入時にミリ波対応端末を選択することを訴求す

る良いポイントとなる。 
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5.6 ミリ波レピータによるカバレッジ拡張評価 
ミリ波を5Gに導入することが検討され始めた2012年当時は、そもそも面的なエリア構築ではな

くスモールセルとしてホットスポットへの局所的な展開が想定されていた[4]。2024年現在のミリ

波5Gのエリア展開を見ると、米国ではまさにスタジアムなどのホットスポットにミリ波が展開さ

れており、ミリ波5Gのプレミアムプランとしてビジネス的にも成功している。しかしながら日本

では、ミリ波を含む5Gの面的な展開が義務付けられており、また米国とは異なりミリ波5Gならで

はビジネスモデルが構築できていないため、如何に低コストでミリ波5Gのカバレッジを拡大する

かがビジネスの肝となる。低コストでミリ波のカバレッジを拡張する技術として近年注目を集め

ているのが、増幅機能に加えてビームフォーミング機能を持つアナログレピータである。そこで

本節では、東京科学大学（旧東京工業大学）大岡山キャンパスで行われたミリ波レピータを用い

たカバレッジ拡張実験[5]を紹介する。 

大岡山キャンパス内にはNSA（Non-StandAlone）構成のプライベート5G環境が構築されており、

アンカーとして働くLTE基地局のカバレッジ内に複数のSub6/ミリ波基地局が展開されている。本

節で紹介する実験では、Fig. 5-14に示すレピータ1, 2の位置にミリ波レピータ[6]を設置し、スマ

ートフォン[7]を用いて黄色と青で示されたエリアのダウンリンクスループットの測定を行った。

実験で使用したレピータは、基地局と送受信を行うドナーユニット（DU）と、スマートフォンと

送受信を行うサービスユニット（SU）が分離される構成が採用されている。またレピータ2につい

ては、レピータ1とレピータ2の間で信号を無線中継するマルチホップのアーキテクチャを導入し

た。なお、本実験で用いた基地局・レピータ・スマートフォンの諸元についてはそれぞれTable 5-
2に示す。 

 

 
Fig. 5-14 大岡山キャンパスのミリ波基地局カバレッジとリピータの置局展開 
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Table 5-2 各デバイスの諸元 
基地局  レピータ  スマートフォン 

動作周波数 
n257 (27.0-

27.4 GHz) 
 動作周波数 

27.0–

27.4GHz 
 OS Android 10 

キャリア 

アグリ 

ゲーション 

4CC×100 MHz  最大EIRP 41 dBm  チップセット 
Snapdragon 

765G 5G 

最大EIRP 
51 dBm 

/400 MHz 
 

MIMO 

support 
2x2 MIMO  

対応 

変調方式 

QPSK, 16QAM, 

64QAM 

SCS 120 kHz  

システム 

ゲイン 
≤ 105 dB  

MIMO 

support 

(DL) 

2x2 MIMO 

 
Fig. 5-15にミリ波レピータによるカバレッジ拡張の実験結果を示す。(a)に示すように、レピ

ータが導入されていない場合には、ミリ波の直進性から東西方向へのカバレッジがほとんどなか

った状況であったところ、(b)に示すようにレピータをまずは1台導入し、西側にSUを向けること

により1 Gbps以上のスループットを安定して達成している。一方で、(b)においては建物や木々に

よるブロッキングの影響やデバイスのビーム幅などの影響により、北部へのカバレッジは広がっ

ていない結果となっている。 

 ここで、複数台のリピータを導入する利点が生まれてくる。Fig. 2(c)に示すように、2台目のレ

ピータを導入することで、1 Gbps程度のスループットを達成できるエリアが新たに北側方向に

100m近くにわたって形成することができている。アナログレピータによる無線マルチホップは、

所望の信号だけではなくノイズも増幅されてしまうためSINR（Signal to Interference plus 

Noise Ratio)が劣化するものの、依然として1 Gbps程度の高スループットが達成されており，ミ

リ波の広い帯域幅の恩恵も受け、ミリ波環境におけるレピータの有効性が示された。 

本節に示したように、レピータは電源と設置場所さえ確保できれば容易にミリ波カバレッジを

大きく拡張できる有用なツールであり、低コストでミリ波のエリア拡張を行うキーテクノロジー

になることが予想される。 
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Fig. 5-15 ダウンリンクにおける物理層スループット(PDSCH throughput)の測定結果 

（ヒートマップは5m毎に行った1分間の測定の中央値）  
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5.7  5Gミリ波の課題とその解決策 
ミリ波は電波の直進性が強く、その振る舞いが光に近くなり、遮蔽物の陰への回り込みが小さ

くなる。したがって前節で述べたように、基地局から見通し外となる場所のエリア化が課題とな

る。このようなエリアに対して、基地局を多数設置することも考えられるが、経済的でなく、よ

り効率的なエリア化技術が求められる。そこで、中継局や反射板、さらにはメタサーフェスによ

り環境に応じて電波の伝搬経路を新たに構築する技術や遮蔽物を高周波数用伝送路で回避するな

どの技術を組み合わせることで見通し外となる場所のエリア化を行う新たな無線ネットワークト

ポロジーが検討されている[8]。 
 

＜中継器＞ 
中継局は電波の中継を行う無線装置で、遮蔽物の影響により弱くなった基地局からの電波を増

幅して再放射することで、エリアを拡張する。例えば、基地局と接続するドナーユニットと端末

と接続するサービスユニットで構成され、これらは同軸ケーブルで接続される。ドナーユニット

を基地局方向，サービスユニットをエリア構築したい方向に設置することで，エリアを構築でき

る。また，アンテナはビームフォーミングアンテナを採用し，設置後も水平面・垂直面のビーム

幅およびビーム方向を変更できるため，必要に応じて柔軟なエリア構築が可能となる。信号帯域

幅100 MHzの4波(400 MHz帯域幅)で＋37dBm（5W）の出力が得られている。また、64 素子の

アレーアンテナを搭載し，水平面・垂直面内指向性ともに，3dB ビーム幅は 15～80°，ビームス

テアリング範囲は±30°となることが報告されている[9-10]。 
 

<メタマテリアル／メタサーフェス応用> 
ミリ波帯における見通し外エリア化に対して、電波伝搬を周辺環境などに応じて適用的または

動的に制御することが検討されている。電波伝搬を制御する具体的な技術の一つに

RIS(Reconfigurable Intelligent Surface)がある。RISではメタマテリアル、メタサーフェスとい

った要素技術が利用される。これらは、電磁波を散乱する多数の素子で構成され、散乱特性分布

を設計および制御ができる。また、メタサーフェスはシート形状で製作できるため、構造物の形

状に合わせて設置できる。RISにより反射位相分布を制御すれば、反射波の伝搬を制御し、例えば

受信電力を最大化できる。透明動的メタサーフェスではメタサーフェス基板を透明化したものに

透明なガラス基板を重ね、ガラス基板を微動させることで、入射電波を通過するモード、電波の

一部を透過し、一部を反射するモード、全ての電波を反射するモードの3パターンを動的に制御で

きる。実証実験では、透過モードで透過率約－1.4 dB以上、反射モードで透過率－10 dB以下の性

能を達成している[11]。また、透明メタサーフェスレンズは窓ガラスに貼付け可能なフィルム形状

で、窓ガラスを通る電波を屋内の特定の場所(以下、焦点)に集めることができる。そのため、焦点

にレピータや反射板を置くことで、建物内のエリア化が可能となる。実証実験では、焦点におけ

る受信電力が通常の透過ガラスを用いた場合に対して24 dB以上向上することが確認されている

[11]。 
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<誘電体導波路応用> 
 電波遮蔽物が移動する場合の想定も必要となる。例えば生産ライン変更に伴う製造機器のレイ

アウト変更などが該当する。これらによる伝搬環境の変動に対して、迅速にかつ経済的に見通し

通信環境を提供する方法として誘電体導波路の応用が検討されている。誘電体導波路は高周波数

帯用の伝送線路として使用され、これを伝搬させることで、遮蔽物を迂回し、電波放射を行うこ

とで見通し外のエリア化する。また、誘電体導波路の一部から電波を放射させ、放射電波により

周囲に放射された電波により周囲を通信エリア化する。これまで導波路からの電波の放射原理、

すなわち導波路のアンテナ応用に関しては導波路を屈曲させ、屈曲部より電波を放射させる方法

と、導波路を別の誘電体を接触させることで別の誘電体部より電波を放射させる方法が検討され

ている[12]。 
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6 ミリ波導入シナリオ 
移動通信では現在様々な周波数が世界的に使われている。日本においても700MHzから28GHz

まで広い範囲の周波数が使われている。周波数帯に応じて電波伝搬特性や周波数帯域幅が大きく

異なるため、通信事業者は周波数帯を適材適所に使用している（Fig. 6-1）。 

 
Fig. 6-1 周波数帯の使い分けイメージ 

 
具体的には、1GHz以下の低い周波数は伝搬ロスが小さいものの周波数帯域幅は小さいため、山

間部含めサービスエリアを面的にカバーすることを主目的に使われている（カバレッジバンド）。

ミッドバンドやミリ波の高い周波数帯は伝搬ロスが大きいものの周波数帯域幅は広いため、トラ

ヒックの多い場所での高速大容量なサービス提供を主目的に使われている（キャパシティバンド）。

ミリ波については、特に高い周波数帯であるため、その特徴を生かした使い方をすることが重要

である。大きな伝搬ロスによりセル半径は比較的小さくなるが、逆にこの特徴を生かして使用エ

リア外にはできる限り電波を漏らしたくない場合などの狭域・閉域での用途が有効である。周波

数帯域幅が大きいことによる高速大容量性は、トラヒックの多い場所や高速サービスの提供が求

められる場所で有効である。これらの特徴を踏まえ、具体的には以下のようなミリ波導入シナリ

オが考えられる。（Fig. 6-2） 
 

 

Fig. 6-2 ミリ波導入シナリオ例 

ホットスポット インドア／オフィススタジアム

プライベートNW
／ローカル5G

イベント会場

都市部の歩道、道路 FWA交差点
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1) ホットスポット、スタジアム、イベント会場 
人の多く集まる特定のエリアであり、大きな通信容量を必要とする。その場所特有の高速サー

ビスも提供される。これらの導入シナリオでは、ミリ波基地局のテンポラリな設置含め、周辺ト

ラヒック・環境・行動に適応したミリ波のフレキシブルな運用が期待される。 
 

2) オフィス、屋内 
閉域であり、特定の比較的狭いエリアをカバーする。電波反射により、見通し外でも良好な通

信環境を構築できる。通信需要も多く、高速大容量が期待される。 
 

3) プライベートNW／ローカル5G 
閉域であり、利用エリア外への電波の漏れをできる限り少なくする必要がある。利用エリア内

では高速大容量な通信環境が期待される。 
 

4) 都市部の歩道、道路や交差点 
多くの人やクルマによる通信需要により、大きな通信容量が必要となる。 
 

5) FWA 
光のアクセス回線の代わりに、極短期間で簡単に安価で宅内の高速な通信環境を作り出せる

FWAのニーズは世界的に高く、光が普及している日本においても多くのソリューションが提供さ

れている。 
 
上記の他にもミリ波の導入シナリオは考えられ、今後のミリ波対応端末の普及やミリ波特有の

サービスの提供に応じて、より広い範囲でのミリ波の導入が求められると考えられる。 
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7 ローカル5Gとの親和性 
7.1 ローカル5Gとは 
7.1.1 制度概要 
ローカル5Gは、携帯電話事業者による全国向けの5Gサービスとは別に、地域の企業や自治体等

の様々な主体が、自らの建物や敷地内でスポット的に柔軟にネットワークを構築し利用可能な無

線システムとして、2019年度に制度化が行なわれた。ローカル5Gは、全国5Gと同様に、超高速・

超低遅延・多数同時接続の特徴を持ち、技術的な仕様も基本的に全国5Gと共通である。 
2020年度には周波数の拡充も行なわれ、当初のミリ波（28GHz帯）に加えて、sub6（4.7GHz

帯）も利用可能となった。また、映像伝送など上り通信を重視した利用ニーズにあわせて、「上

り１：下り１」比率の『準同期TDD1』運用も可能となっている。 
このような特徴を活かして、医療、建設業、農業、製造業、物流、娯楽などの産業利用に加え、

安心安全や健康、福祉、観光、教育等の地域のまちづくりに関わる利活用など、地域の課題解決

を始めとして多様なニーズに用いられることが期待されている。 
なおローカル5Gは、基本的に自営目的での利用を想定しているが、地域に密着した多様なニー

ズに対応する視点で、地域の事業者等にネットワーク構築や運用等を依頼し、電気通信役務とし

て提供を受けることも可能である。 
 
7.1.2 割当周波数帯（sub6・ミリ波） 

Fig. 7-1にローカル5Gの割当周波数帯を示す。ローカル5Gは、2019年12月に電波法関連法令の

制度整備により、28GHz帯の一部の帯域（28.2-28.3GHz）で利用が可能となり、加えて2020年12
月に周波数帯域（4.6-4.9GHz及び28.3-29.1GHz）を拡張する制度改正が行なわれた。 

sub6帯（4.6-4.9GHz）では、4.6-4.8GHz（200MHz幅）が公共業務無線と共用する帯域である

ため、屋内利用に限られ、一部の地域では利用も制限されている。 
ミリ波帯（28.2-29.1GHz）は、Ka帯衛星通信システムと共用する帯域であるため、特に28.45-

29.1GHz（650MHz幅）については屋内利用が推奨されている。（衛星の影響を受ける可能性があ

るため屋内を基本としているが、屋外利用も任意で可能である） 

 
Fig. 7-1 ローカル5Gの割当周波数帯 

 
 
1 準同期TDD：非同期運用する場合の電波干渉調整を簡素化するため、全国5Gとローカル5Gの同期TDDとス

ロットのタイミングを一致させたまま、上り・下りスロットのパターンのみを一部変更する方式。ローカル5Gで

は、利用ニーズが多い「上りスロットの比率が高いTDDパターン」として、『上り１：下り1』の比率のパター

ンについて、2020年12月に制度整備が行なわれている。 
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7.2 ローカル5Gの現状 
7.2.1 概況（これまでの経緯～普及状況） 
ローカル5Gは、最初の制度整備が2019年12月に行なわれたことから、携帯電話事業者の全国5G

サービスが開始された2020年3月とほぼ同時期に最初の商用ローカル5G免許が付与され、その第

1歩を踏み出した。 
先ず、ミリ波帯の100MHz幅とNSA方式という組合せで、アンカーバンドに自営等BWA1等を

利用する形で屋内屋外の導入が進み、その後１年ほど遅れて2020年12月から、拡充されたsub6帯
とミリ波帯が使えるようになった。以降、屋外で利用可能な4.8-4.9GHzの100MHz幅で、アンカ

ーバンドを必要としないSA方式を中心に導入が進んでいる。 
Fig. 7-2にローカル5Gの免許数の推移を示す。2020年12月以降はsub6の基地局導入が急速に進

んでいるものの、ミリ波の基地局数は横ばいとなっている。 
一方で総務省は、制度化まもないローカル5Gの普及促進を目的に、より柔軟な運用の実現及び

低廉かつ安心安全なローカル5Gの利活用の実現に向けて、多様な利用環境下における電波伝搬等

の技術的検討や、ユースケースを含めた活用ソリューションを創出する「課題解決型ローカル5G
等の実現に向けた開発実証」を2020年度～2022年度の3カ年で実施してきた。Fig. 7-3にローカル

5G開発実証の推移を示す。この3カ年においても、sub6を利用する実証実験が多数を占めている

ことが分かる。 
また総務省では、ローカル5Gに対する投資を促進するための5G投資促進税制を2020年8月に創

設し、ローカル5Gの更なる普及に向けて取組んできた。 
こうした様々な施策や企業等の活動により、2024年8月末現在でsub6が154社、ミリ波で26社が

ローカル5Gの免許を取得しているものの、約4年を経過した進捗としては一定程度の普及に留ま

っているのが現状である。 

 
Fig. 7-2 ローカル5Gの免許数の推移 [1] 

 
 
1 自営等BWA：地域BWAと同一の周波数帯（2575-2595MHz）で、ローカル5Gと同様に、自らの敷地や建物内で

4G/LTE方式による整備・運用ができる無線システムの制度。ローカル5Gに合わせて2019年12月に制度化された。

なお、2020年夏には5G-BWA（NR化）の制度整備も行なわれている。 
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Fig. 7-3 ローカル5G開発実証件数の推移 [1] 
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7.2.2 ミリ波における状況（実態） 
これまで触れてきたように、最初の制度整備から4年を経過したローカル5Gは、一定程度の普

及は進んでいるものの、その数はまだ十分とはいえず、大半はsub6に集中しておりミリ波につい

ては伸び悩んでいるのが現状である。 
世界各国における5Gのインフラ整備がローバンド、ミッドバンド、sub6を中心に進んでいるこ

とや、国内の携帯電話事業者のミリ波整備がまだ十分でないこと等、影響を受ける要因は数多く

考えられる。以降、ローカル5G固有で考えられる「ミリ波の普及が進まない要因」を整理した。 
 

【エリア構築が難しい】 
直進性が強く、遮蔽物等の影響を受けて遠くに伝わりにくいため、建物内や敷地内でのエリ

ア構築（置局設計）が難しい。例えば屋外置局であれば、建物間の通路方向（見通し）に沿っ

てカバーエリアは広げられるものの、建物の陰に入ると基地局から数10メートル程度の距離で

もエリア化が難しくなる。また屋内置局では、1基地局で複数フロアのエリア化は難しく、1フ
ロアであっても廊下に沿ってエリア化する場合、基地局近傍の部屋を除き、複数室のエリア化

には難がある。 
 

【NSA方式が主流で複雑、高コストであった】 
sub6の無線設備ではSA方式が主流であるのに対し、ミリ波はNSA方式が主流であったため、

システム構成が複雑となり、比較的高価なローカル5G設備に加えて、4G設備のコストもかか

っていた。（今後は携帯電話事業者が実装し始めているNRDCがローカル5Gにも適用されるこ

とが期待される。） 
また、NSA方式でアンカーバンドとして利用する4Gには、1.9GHz帯TD-LTE（sXGP）、自

営等BWA、地域BWA、全国BWA、全国4Gがあるが、自営等BWAは同一の周波数帯を利用す

る地域BWAとの電波干渉の問題により、特に都市部では屋外の利用が難しい。 
 

【対応端末が少なく、高コストである】 
ミリ波対応の5G端末（産業用ルータ等）が少なく、価格も高い。そのため、Wi-Fiに変換す

る中継器としての活用が大半となり、結果としてローカル5Gの必要性が薄れるケースがある。

Table 7-1にローカル5G対応端末の状況を示す。 
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Table 7-1 ローカル5G対応端末の状況（2024年3月の調査による） 

メーカー名 型番 端末タイプ 
対応周波数 

ミリ波 sub6 

Compal 
Raku Plus モバイルルータ ○ ○ 

5Gドングル Tributo USBドングル － ○ 
京セラ K5G-C-100A モバイルルータ ○ ○ 

FCNT 
FMP181L スマートフォン ○ ○ 

SD01 スマートフォン － ○ 
BZ03 スマートフォン － ○ 

NECマグナス 
コミュニケーションズ 

FG900CS モバイルルータ － ○ 

Nokia FastMile 5G Gateway 3.2 モバイルルータ － ○ 
富士ソフト +F FS050W モバイルルータ － ○ 
NETGEAR MR6550-100APS モバイルルータ ○ ○ 

ソニー PDT-FP1 無線通信機器 〇 〇 
ソニー XQ-CT44 スマートフォン － 〇 
ソニー XQ-DQ44 スマートフォン － 〇 
ソニー XQ-EC44 スマートフォン － 〇 

 
【sub6制度化以降、ミリ波は後回しの感がある】 

sub6帯の制度整備が行なわれた2020年12月以降、開発メーカー・ベンダーは、ミリ波よりも

エリア設計がしやすく、SA方式のシンプルな構成で開発も比較的容易なsub6の製品化にシフ

トしているため、ミリ波対応の優先順位が下がっている。 
 

【ミリ波の超広帯域を活かすユースケースにたどり着かず、ビジネスにも結びつきにくい】 
sub6の利活用に傾倒している状況もあり、ミリ波を活かす発想にまで至らず、sub6の仕様の

範囲で設計等の検討が行なわれているのが実態である。 
 
以上のようにローカル5Gのミリ波の普及が進まない要因が考えられる一方で、例えば、屋外で

も利用可能なsub6は最大100MHz幅であるため、4Kカメラのような映像を扱うIoT機器を多数導

入するケースであれば、400MHz幅を確保できるミリ波の方が、1基地局の収容力や運用面では確

実に有利であり、見落としやすい点でもある。 
また、構築コストを抑えてローカル5G導入を円滑に進めるという観点であれば、携帯電話事業

者で対応可能な範囲を前提として、全国5Gの基地局設備でローカル5G・ミリ波帯の電波も出して

もらう『設備共用』も可能ではないかという意見もある。例えば地域BWAにおいては、基地局の

設備共用（全国BWA基地局設備の借用）は、地域BWAのエリア整備では一般的に行なわれている

手法である。 
このような視点も踏まえ、我が国の5G普及の一翼を担うローカル5Gとしては、sub6に対する

ミリ波の特徴や活かし方を全ての関係者が正しく理解できるよう、今後も継続した情報提供や発

信が必要と考えられる。 
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7.3 ミリ波とローカル5Gの親和性 
ローカル5G活用の基本は、自らの建物や敷地内でスポット的にエリアを構築し、多様なニーズ

に応じて個別に柔軟に運用できることである。比較的狭いエリアで、多数の端末が同時に密に使

われることも想定されることから、超広帯域が扱えるミリ波は、電波の特徴も含めて、ローカル

5Gとの親和性がとても高いといえる。 
以降、3つのポイントで示す。 
 

7.3.1 エリア規模と電波特性（ミリ波のカバーエリアと相性がよい） 
限られたエリアで活用するローカル5Gは、ミリ波のカバーエリアで相性がよいといえる。 
一般的な解釈では、ミリ波は直進性が強いため遮蔽物等に弱く、降雨や降雪等の影響も受けや

すい。また伝搬距離においては、街なか等の見通しの悪い環境であれば100～200m程度が現実的

な距離となり、確かによく飛ぶとはいえない。 
一方、ローカル5Gの実際の活用に目を向けると、Fig. 7-4に示すように比較的狭いエリアでの

利用が多くなる。例えば、建物内（屋内）の利用であれば、外への電波の漏れを抑えたいので、遮

蔽に弱いミリ波には好都合である。工場等の事業所敷地内でローカル5Gを利用する場合も、屋外

における敷地外への電波の漏れを抑えるのに、ミリ波はsub6よりもコントロールがしやすいとい

える。また、スーパーシティやスマートシティなど“まちづくり”の取組みでは、例えばスマートポ

ール等を用いて街なかに安心安全な通信拠点をスポット的にエリア限定で設けたい場合にも、や

はりミリ波が適している。 
ローカル5Gでは、誰もが自分の場所で自分専用の5Gを整備できるが、お隣同士で漏れた電波が

お互いに問題を起こさないよう配慮する必要がある。sub6はミリ波よりも伝搬距離が長くなるが、

その代わり、外に漏れる電波も大きくなる。sub6に比べて伝搬距離の短いミリ波は、特に密集し

た場所で扱うには好都合であるといえる。 
 

 
Fig. 7-4 “街なか” 等の様々な場所で多様な活用が期待されるローカル5Gのイメージ [2] 
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7.3.2 通信容量と通信需要（高速大容量で相性がよい） 
限られたエリアで活用するローカル5Gは、比較的狭い空間で数多くの端末が利用される可能性

があることから、大容量を確保しやすいミリ波との相性がよいといえる。 
ローカル5Gのミリ波帯は、900MHz幅の帯域が割当て用に確保されており、全国5Gと同様に

400MHz幅の運用が可能であるが、400MHz幅を2波まとめることで、合計800MHz幅の超広帯域

の運用も技術的に可能となっている。 
例えば、Fig. 7-5に示すような、4Kカメラによる映像監視をリアルタイムで行なう場合、カメラ

1台でアップリンク（上り）に20～25Mbps程度の伝送レートを想定すれば、10台の運用では

200Mbpsを超えることになるが、sub6の100MHz幅（64QAM、2×2MIMO、同期運用）では、ほ

ぼ上りの通信容量を使い切ってしまい、それ以外の5G機器の利用が難しくなる。 
一方、ミリ波の400MHz幅（64QAM、2×2MIMO、同期運用）であれば、アップリンクで800Mbps

程度の通信容量が確保できることから、さらに4Kカメラを追加する、あるいは別の5G機器を多数

混在させて利用する余裕がある。5Gといえばスマーフォン等のダウンロード速度に注目されがち

であるが、施設等の状態の監視やデータ収集などデータを常時リアルタイムに送信するアップリ

ンク重視の運用も想定されるローカル5Gでは、下りだけでなく上りの通信容量も重要なポイント

となる。 
 

Fig. 7-5 ローカル5Gで4Kカメラによる映像監視をする場合のイメージ 
 
実際のカメラ運用では、sub6の5G基地局設備で確保できる伝送容量に対して、カメラの画質や

画角、フレームレート、伝送レート、あるいは圧縮方式等を調整することで必要な運用台数を確

保する事前の検討や設計が想定されるが、ミリ波であれば、そのような工夫にも余裕を持って柔

軟に対応することが可能となるだろう。 
なおローカル5Gでは、こうした上り通信を重視した運用向けに「準同期TDD運用」が制度化さ

れており、ミリ波においては、同期運用（上り1：下り3の比率）に対してアップリンク容量が2倍
の準同期運用（上り1：下り1の比率）が可能となっている。1 
  

 
 
1 準同期TDD運用では、アップリンク容量が増える代わりにダウンリンク容量が同期運用よりも少なくなるの

で、ダウンリンク重視の利用には向かない場合がある。また、同一の周波数を利用した同期運用のローカル5G免

許人が隣接など近隣に存在する場合は、電波の干渉による通信障害が生じる可能性がある。準同期TDD運用は同

期運用に通信障害を与えてはならない“保護する立場”にあるため、特に準同期TDD運用を屋外で利用する場合

には、周囲への影響に気を配る必要がある。 
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また、ローカル5Gでは、ミリ波の周波数帯（28.2～29.1GHz）における利用条件を正しく理解

しておくことも必要である。前述のとおり、ミリ波帯はKa帯衛星通信システムと共用する点から、

ローカル5G基地局のアンテナについては、水平よりも上空に向けて設置することが制限されてい

る。また、28.2～28.45GHzの250MHz幅については、屋内屋外を問わず利用が可能であるが、28.45
～29.1GHzの650MHz幅では屋内での利用が推奨される。これは、通信衛星と通信する地球局（地

上の無線基地局）からの影響をローカル5G基地局が受ける可能性があるためで、ローカル5Gが衛

星システムに障害を与えるというわけではない。ただし、地球局の運用状況（場所、高さ、アン

テナ方向等）によって影響の有無や程度も変わることから、屋外での利用は任意であるものの、

理解と注意が必要である。1 
このように、超広帯域の運用が可能なミリ波のローカル5Gは、単に通信速度が速いというだけ

ではなく、高い伝送レートを要求する5G端末が扱いやすいこと、また、そうした5G端末も含めて

多種多様で多数の同時接続にも対応しやすいことから、利用するローカル5Gエリアで、必要な通

信容量や通信速度に応じて、ミリ波とsub6の使い分けや組合せを効果的に取り入れていくことが、

今後のミリ波の利活用促進のポイントになると考えられる。 
 

7.3.3 システム規模がコンパクト（システム規模と超低遅延で相性がよい） 
限られたエリアで活用するローカル5Gでは、システム全体を比較的コンパクトにまとめやすい

ことから、5Gの特徴である超低遅延が実現しやすく、ミリ波との相性がよいといえる。 
ローカル5Gのシステムは全国5Gのシステムと同様に、5Gコア設備と基地局設備（RAN）で構

成される。ミリ波においてはNSA方式を主体に構成されることから、アンカーバンドの4G設備も

合わせて整備することになるが、Fig.7-6に示すように、コア設備も含めて自前の構築を想定すれ

ば、その設備はローカル5G整備エリア内に設置されると考えられる。このような構成であれば、

5G基地局と端末の間の無線区間だけでなく、RAN設備と5Gコア設備の間も物理的に近くなるこ

とで、データ処理がローカル5Gエリア内で可能となり超低遅延が実現しやすくなる。 
また、近い将来ではアンカーバンドの5G化も考えられることから、ローカル5Gではsub6がそ

の役目を担う期待が想定される。5Gコアについては、自前で構築する場合とクラウドコアを利用

する２つの形態が想定され、いずれにおいてもローカル5Gエリア内でデータ処理が行なえれば、

超低遅延が期待できる。 
  

 
 
1 地球局とローカル5Gの共用検討については、最も送信電力の大きな地球局タイプについて、最も条件の厳し

いケースでローカル5G基地局への影響を検討した結果に基づいている。また、総務省が実施している電波の利用

状況調査（2020年6月時点）によれば、周波数割当計画で分配されている隣接周波数帯（28.5-29.1GHz）の一部

を使用する当該“地球局”の無線局は38局（固定設置型20局、可搬型18局）となっており、常時運用しているも

のは固定設置型の２局のみであり、それ以外は災害時やイベント時等での不定期の運用となっている。なお、特

に干渉の影響を受けやすい、アンテナ高が50mの条件で当該“地球局”が設置されるケースは現状、東京都の国

内１か所に限られ、干渉影響の範囲も限定的であるが、将来的な置局の可能性を考慮する必要がある。[3] 
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一方で、システム全体の規模感がローカル5Gエリア内ということであれば、セキュリティ対策

も容易になる。例えば、インターネットなど外部ネットワークへの接続がなければ安全な運用は

容易に実現できるが、インターネット接続と併用したい場合には、特定のネットワーク（一部の

端末のグループ）のみ外部との接続を遮断する『閉域網』を設定することで、必要に応じて柔軟

に安全な環境を得ることも可能である。 
システム規模がコンパクトであることは、Open RANの採用や導入についても有利に働きやす

い。一般的な想定としては、Open RAN仕様に準拠した複数ベンダーのRAN機器を効率よく組み

合わせる運用が考えられるが、その分、設備の運用管理面ではベンダー毎の機器管理も必要とな

る。小規模なシステム構成が想定されるローカル5Gであれば、全体を単一ベンダーのOpen RAN
機器で構成することも考えられ、選定時の導入コスト削減や設備の運用管理面等でメリットが期

待できる。 
こうしたシステム規模に関わるメリットや親和性は、ミリ波に限ったことではなくsub6も同様

に当てはまる。加えていえば、Fig.7-6に示したミリ波におけるNSA方式は、さらに将来に目を向

ければSA方式への移行も考えられる。ミリ波とsub6を組み合わせてミリ波接続時の安定性や更な

る高速大容量化等を実現するDC（デュアル・コネクティビティ）も可能である。ローカル5GのDC
では、sub6エリアを主体に一部をミリ波で増強・補強するといった活用が考えられるが、見方を

変えれば、超広帯域のミリ波を主体に、その隙間をsub6でつないでいくことで、ミリ波エリアの

接続の利便性と安定性を確保する、という考え方もできるだろう。 
 

Fig. 7-6 ローカル5Gのミリ波におけるシステム構成例 
 
ローカル5Gは、制度が開始されて4年を経過し、これまでに一定程度の導入は進んでいるとい

えるものの、まだ普及には至っていないのが実態である。5G-SDC（5G利活用型社会デザイン推

進コンソーシアム）の調査『ローカル5Gの市場調査レポート（2023年1月17日）』によれば、

本格的な普及期は2025年以降と予測している。[4] 
今後も、当面はsub6を中心に導入が進むものと想定されるが、屋外で利用可能な帯域幅は

100MHzと限られており、普及とともに基地局当たりの端末数が増加すれば、通信容量の不足が

生じることは容易に想像できる。 
ローカル5Gの本格的な普及期に向けて、ミリ波に割り当てられた900MHzの帯域幅が各々の

社会活動で有効に活用される未来を目指し、引き続き、ミリ波が導入しやすくなるよう業界全体

で早期に備えていくことが必要である。 
  



 

 

76 

参考文献 
[1] 総務省, デジタル変革時代の電波政策懇談会 5G ビジネスデザインワーキンググループ（第

1 回）配布資料より（2023 年 1 月 24 日）、および総務省移動通信課の協力により定期更新 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000857640.pdf 

[2] 総務省,情報通信審議会 新世代モバイル通信システム委員会（第 12 回）委員会報告（案）資

料（ローカル 5G 関係）より一部を利用（2019 年 4 月 12 日） 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000614449.pdf 

[3] 総務省,情報通信審議会 新世代モバイル通信システム委員会（第 18 回）委員会報告（案）資

料（ローカル 5G 関係）より（2020 年 7 月 6 日） 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000697370.pdf 

[4] 5G 利活用型社会デザイン推進コンソーシアム（略称：5G-SDC）,ローカル 5G 関連市場調査

レポートより（2023 年 1 月 17 日） 
https://5g-sdc.jp/ 
 
 

 
  

https://www.soumu.go.jp/main_content/000857640.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000614449.pdf
https://www.soumu.go.jp/main_content/000697370.pdf
https://5g-sdc.jp/


 

 

77 

8 ミリ波ユースケース 
GSMAのレポートでは、ミリ波の主なユースケースとして「人の集まるスタジアムなどの施設

での大容量高速化（eMBB）」、「FWAによるFTTH代替」、「法人専用ネットワーク」の3つの

カテゴリを挙げている。本章では、3つのカテゴリに分け、ミリ波を活用したユースケースについ

て記載する。以下に記載のユースケースは、現在既にミリ波を使って商用導入されているものや

実証実験されているものだけでなく、将来ミリ波を使うことが有効と考えられるユースケースも

含まれる。 
今回記載したケース以外にも、将来的には5Gの特長を最大限活かすという観点から、ミリ波の

活用だけでなく、SA化、ネットワークスライシング、 MECといった技術の導入に加えて、AIや 
XRやメタバース等といった様々な要素も組み合わせたトータルでのユースケースを生み出して

いくことが期待されている。また、その際には、オープンイノベーションやスタートアップのM
＆Aを含めた、外部リソースの活用も期待されている。 

 
8.1 eMBB 
スポーツスタジアムやコンサート会場、空港などの人の集まるエリアでミリ波を活用すること

で、高速大容量通信を必要とするアプリケーションによる新たな価値提供の実現や、ローバンド、

ミッドバンドの容量補完が期待される。eMBBに係るミリ波のユースケースの例について以下に

記載する。 
 

8.1.1 エンターテイメント 
NFL決勝戦での限定体験[1][2] 
スタジアムとその周辺のエリアに169のスモールセル、4つのマクロセル、24の屋内システムを

展開し、Cバンド、ミリ波を活用したエンターテイメント体験を提供。最大7つのカメラアングル

に対応したライブ映像やリプレイ映像、ARを用いた選手の統計情報、SNSアプリを用いた現地の

ファン間の同時体験型ARゲーム等を提供。 
 

 
Fig. 8-1 スタジアムのシート下に設置された５Gミリ波のスモールセル  
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Fig. 8-2 ライブ映像やリプレイ映像 

（5G Ultra Widebandのユーザーは視聴できるストリーム数が多い） 
 

サッカーにおける新たな観戦体験[3] 
「豊田スタジアム」のメインスタンドに「5G体感シート」を設置。sub6やミリ波を活用し、各

座席に備え付けられたスマートグラスや5G対応スマートフォンを通じて、AR空間上に各選手の

シュート数やパス数などのサポート情報を表示することで観客へ新たな体験価値を提供。 
 

 
Fig. 8-3 スマートグラス及び体験イメージ 

 
劇場での限定体験[4] 
台湾のNTCH（国立コンサートホール）の敷地内に32のミリ波スモールセルを設置し、1.4万平

方メートルのカバレッジのプライベート5Gを構築。複数のアングルと場所から撮影された高画質

ライブストリーミング配信や、屋外に設置された大型4Kディスプレイへのライブ映像中継、公演

の演出を再現したメタバース、現地とオンラインの観客が交流できる没入型/インタラクティブ/多
視点の演劇体験を提供。 
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ARグラス向け個別最適サイネージ[5] 
ARグラスを装着するユーザーが街を歩くと、画像認識やマーカー認識によってグラス上に個別

最適された広告を表示。クラウドに登録された利用者の趣味嗜好情報と、店舗がプロモーション

したい内容をマッチングして該当する映像を表示。利用者の求めるプロダクツ、グルメなどをタ

イムリーにプロモーションすることで店舗誘導を促す。高速大容量通信を必要とするため、今後

ミリ波での活用が期待される。 
 
新しい情報発信媒体[6] 
サービス情報をお届けするメタバースホームページをオープン。訪問したユーザーは自身のア

バターを操作してサービス情報や最新ニュースをチェックすることができる。また、音楽やお笑

いなどさまざまなイベントを開催する専用イベントスペースを常設。イベントスペースでは音楽

ライブなどの生配信を複数のユーザーが同時に楽しむことができ、いつでもどこでも臨場感のあ

るライブ体験が可能となる。高速大容量通信を必要とするため、今後ミリ波での活用が期待され

る。 

 
Fig. 8-4 メタバースホームページのイメージ 

球場の通信速度向上[7] 
阪神甲子園球場の観客席エリアに設置していた、5Gのsub6基地局6局をすべてMMU対応設備

に置き換え。MMUでは、多数のアンテナ素子を利用したビームフォーミング技術の適用により、

お客さまが利用される場所に電波を効率的に届けるとともに、同時に複数のお客さまの通信を収

容するMulti-User MIMOを活用して高密度な通信が可能。 
さらに、MMU性能を最大限発揮するため、スタジアム内のマルチパスを考慮したアンテナ配置

に刷新するとともに、スタジアムなど高密度に基地局を配置した環境で高い通信トラフィックが

加わる場合に課題となる基地局間の電波干渉に対し、基地局間の無線リソース利用を最適化して

干渉を回避する管理技術も適用。本対策により、混雑時にもsub6の周波数利用効率が大幅に改善

したことにより、従来の5G通信と比較して通信速度が1.6倍に向上し、低レイテンシー（通信応答

時間）で快適な通信サービスのご利用を可能。 
なお、阪神甲子園球場にはsub6のほか、5Gのミリ波（28GHz帯）基地局も整備して提供。今後

も、高速大容量通信を必要とするため、ミリ波での活用が期待される。 
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Fig. 8-5 MMUの特徴／イメージ 

 
8.2 FWA 

FTTHの整備が限定的なエリアなどにおいて、FTTHの代替手段として5G FWAを活用すること

で経済的かつ迅速な展開が期待される。FWAに係るミリ波のユースケースの例について以下に記

載する。 
 

都市部等におけるFWAの提供[8] 
都市部等でモバイル向けに整備された3.7GHz、28GHz、39GHzの5Gネットワークを活用し、

FTTHの代替としてFWAサービスを提供。モバイル向けに既に整備されたネットワークを活用す

ることで、効率的にサービスを提供する。 
 

ルーラル地域におけるFWAの提供[9] 
ルーラル地域におけるデジタルデバイド解消に向け28GHz、39GHzを用いたFWAを提供。

300Mbpsの通信速度で提供（最大1Gbpsは可能だが、樹木や天候影響を考慮）しており、FTTHと

比べて40%のコスト低減が可能と試算されている。 

 
Fig. 8-6 FWA提供イメージ 

 
8.3 Enterprise Networks 
企業社屋や製造工場などでは、同時アクセス数やULトラヒックが多いユースケースが想定され

る。このような場所でミリ波を利用することで、多数の機器の同時接続およびULの大容量化が期

待される。また、ミリ波の特徴である遮蔽物による減衰を逆手に取り、ミリ波を用いることで、

機密性の高い閉域NWの運用も期待される。Enterprise Networksに係るミリ波のユースケースの

例について以下に記載する。 
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8.3.1 製造業 
遠隔地から機械の故障個所を共有[10] 
機械の保守作業に際し、経験が浅い保守要員はマニュアルだけでは正しい判断が出来ず、電話

で指示を仰ぐ必要があり、ユーザーの機械の復旧が遅れていた。遠隔地からスマートグラスを通

してリアルタイムに故障個所の情報共有をすることで、保守作業の品質向上やユーザー企業の生

産復旧の早期化など、大きな効果が得られた。高速大容量通信を必要とするため、今後ミリ波で

の活用が期待される。 

 

Fig. 8-7 遠隔作業支援のイメージ 
 

フラッシュメモリ製造工場での品質管理[11] 
半導体製造工場にローカルエッジコアを備えた5Gミリ波ソリューションを展開。最大2Gbpsの

広帯域と超低遅延により、高解像度で没入型のAR/VRグラスを用いた運用・保守やチップの自動

ビジュアル検査などの画像ベースの品質管理に関するアプリケーションの実証が行われた。 
 

4K映像を活用した安定操業・スマートファクトリー化[12] 
工場内に生産ラインを監視する高精細ITVカメラと5Gミリ波基地局を設置し、カメラにより撮

影された4K映像を5Gで伝送することで、蓄積される映像と各種トレンドを同期化して分析でき

る仕組みを構築。映像は管制室の4K対応モニターからリアルタイムでも確認することができるよ

うになる。将来的には、映像と各種トレンドを踏まえたAIによる各種品質判定などを目指す。 
 

8.3.2 自動車 
自動運転への活用[13] 
自動運転などの研究開発を行うテスト路において、sub6やミリ波の5G環境を整備し、高精細車

載カメラや路側センサーなどから取得する映像や周辺情報を利用することで、車両とその周辺状

況をより効率良く把握するシステムの検証を実施した。将来的には、自動運転など多種多様なデ

ータを優先度に応じて通信する必要がある分野において活用が期待される。 
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8.3.3 医療 
医療研究施設への導入[14] 
ミリ波とMECを導入し、リアルタイムのデータ分析による意思決定支援や、専用帯域幅の確保

による3D腫瘍画像などの巨大なデータファイル転送、多数のIoT機器、センサーの安定的な通信

を実現。 
 
病院間で高精細映像を伝送[15] 

MECによる高セキュリティな閉域網を利用し、医療機器のデータやカメラの高精細映像を高

速・大容量の5G通信で、遠隔地にある県立病院の間を伝送することが可能。5G遠隔医療支援シス

テムの活用により、例えば診療のため遠隔地へ出向いていた専門医と患者双方の移動時間が軽減

され、各地域で都市部と同等の医療を受けられるようになる。高速大容量通信を必要とするため、

今後ミリ波での活用が期待される。 
 

除菌作業をロボットが代替[16] 
人的リソースが圧迫していた感染症対策のための除菌作業の一次対応を、殺菌灯を搭載したロ

ボットが代替することで、医療従事者の身体的・精神的負担を軽減。 
また、ロボットの導入により、より適切なタイミングで院内の殺菌を実施することができ、効

率よく、よりリスクの少ない医療環境を提供できる。 

 

Fig. 8-8 ロボットによる除菌作業のイメージ 
 

8.3.4 メディア 
可搬型高品質映像伝送装置による報道・スポーツ中継[17] 
リュックの中に映像伝送装置とバッテリーを入れ、カメラを肩に担いで撮影。映像伝送装置は、

マルチキャリアの複数SIM挿入し最適なミリ波をキャッチしバルク伝送することで高品質な映像

伝送を可能。高速大容量通信を必要とするため、今後ミリ波での活用が期待される。 
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5G ライブプロダクションのトータルソリューション [18][19] 
ソニーは、リモートプロダクションユニット CBK-RPU7及び、メディア・エッジプロセッサー 

NXL-ME80を利用することで、高品質かつ超低遅延の映像データを撮影中継現場からミリ波を含

めた5G通信(＊1)で直接無線伝送(＊2)するソリューションを提供し、カメラからの映像伝送を無

線化することで、撮影位置やアングルの自由度が向上し、より柔軟なライブ中継を実現している。 
また、5Gネットワーク経由での遠隔スタジオからのリターン映像やタリー信号の受信、リモー

トコントロールパネル（RCP）からのカメラ制御にも今後対応を予定することで、リモートライ

ブオペレーション実現する。 
 
＊1.  2024年12月3日時点では､5G端末は､『PDT-FP1』『Xperia PRO』『Xperia 1 V』に対応。 
＊2. 2024年12月3日時点では､ローカル5Gとプライベート5Gに対応。パブリック5Gは､2024年

秋以降（製品発表時点）に対応予定。  

 
Fig.8-9 ソニーの映像伝送ソリューション 

 
8.3.5 公共インフラ 
ドローン・ロボットによる巡視点検・遠隔作業支援[20][21] 
鉄道、空港、道路、電力、ガス等の公共インフラにおいて、ドローンやロボットによる巡視点

検や、 XRデバイスによる遠隔作業支援に活用されている。個別のユースケースとしては、例え

ば鉄道無線において、走行時はsub6を用いて保守用途の緊急性の高いデータを優先して送信し、

駅などの車両密集区域においては、ミリ波を用いた大容量化によって、駅停車時に社内画像デー

タの引き上げや乗客向けサービス情報（ニュース、天気予報、広告等）を更新するといった活用

ニーズが期待されている。 
 

8.3.6 農業 
スマート農業への取り組み[22] 
高齢化の進行、人口減少などによる人材不足や後継者難は、日本の農業が抱える大きな課題と

なっている。この課題に対して、デジタル技術を活用したスマート農業への取組みが行われてい

る。例えば、sub6やミリ波を活用し、「人が遠隔地から監視する」レベル３自動運転による農機

の遠隔制御やドローンを使ったリモートセンシングによる病害虫の有無や収穫適期の把握が現地

に行かずとも可能とするような実証実験が行われている。 
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Fig. 8-10 茶畑の上を飛ぶドローン 

 
8.3.7 展示会等のイベント 
イベント会場でのライブストリーミング配信[23] 

5章で、イベント会場における5Gミリ波の性能評価について示したが、それとは異なるイベン

ト会場に設置された複数の携帯電話事業者の公衆網5Gミリ波基地局と市販のミリ波端末（ミリ波

対応のポータブルデータトランスミッター『PDT-FP1』 (ソニー製)およびミリ波対応スマートフ

ォン）を用いて、講演中にライブストリーミングを実施。多数の人が行きかうイベント会場では

公衆網は混雑するが、5Gミリ波でより大きな通信容量が利用になることで、1~2mm程度の小さ

い部品の搭載状況が分かるほどの高画質で、安定したライブストリーミングを実現。 
※その他の構成機材（いずれもソニー製）α7SⅢ（カメラ）、SEL50M28（マクロレンズ） 

 

 
Fig. 8-11 ライブストリーミング配信のセットアップと画像 
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9 ミリ波普及に向けた既存のソリューション 
 

ミリ波の普及を推進する上では、ネットワークを構成する機器、その機器を開発・製造するに

あたってデバイス、測定器が十分調達可能な状況であることが重要である。本章では、端末、基

地局、アンテナ、測定器等のソリューションについて実例をもとに紹介する。 
 

9.1 端末 
ミリ波をサポートしている端末は、2022年12月の時点で65を超すメーカーから、170以上の製

品が発売されている。端末の種類としてはスマートフォン、PC、IPカメラ等のIoTデバイス、モ

バイル無線LANルーター、モジュール、CPE (Customer Premises Equipment)、FWA等がすで

に利用可能である。ミリ波をサポートするスマートフォンは、現在のところ上位機種が主流であ

るが、その傾向はますます顕著になってきており、一般向けの新規の端末では限定されつつある。

一方、ミリ波は一般ユーザーだけでなく、プロユースケースで利用することも重要となる。その

ため、プロ向けのインターフェースとしてHDMI端子を搭載し、高画質の映像伝送に対応するス

マートフォンの他、5Gミリ波に対応した無線通信機器がある。報道写真や放送映像制作など、撮

影から納品、放送や配信までスピードが求められる現場での活用が想定される。。 
また、ミリ波に対応したモバイルルータの中にはローカル5Gに対応した製品も出始めてお

り、ネット通販で購入できるなど入手もしやすくなってきた。より高速なWi-Fi 6Eに加えて

2.5Gイーサネットポート接続が可能な製品もあり、モバイル利用のみならずFWAとしてのロ

ーカル5G活用拡大が期待される。 
ミリ波は指向性が非常に強いため、端末を向ける方向によって電波強度が大きく異なることが

ある。端末の受信では、どの方向からのミリ波の信号も受信が可能なように360°にわたる電波環

境を把握・記録することにより変化する受信環境に動的に対応する機器や、AIを活用したBeam 
Managementを行う機器もあり、変化する環境や障害物に対応することが可能になっている。ま

た、どの向きに端末を向けるとミリ波を受信しやすいかアシストするアプリを搭載するスマート

フォンもある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Fig. 9-1 ミリ波対応CPE (ノキア製) 
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Fig. 9-2  ミリ波に対応した高画質の映像伝送に対応するスマートフォン(Sony製) 

Fig. 9-3 ミラーレス一眼カメラα™からの撮影データ伝送シーン 
     高速・低遅延映像伝送を実現する5G対応のポータブルデータトランスミッター 

『PDT-FP1』(ソニー製) 
 

 
Fig.9-4 キャリア5G／ローカル5Gをサポートしたミリ波対応Wi-Fi 6Eモバイルルーター

『MR6550-100APS』（NETGEAR製） 
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9.2 基地局 
ミリ波はその電波伝搬特性の関係から、伝搬距離を稼ぐためには高い実効輻射電力(EIRP)が必

要となる。既に60dBm以上の基地局も市場に出ており、商用ネットワークでCPE端末との間で

10km離れても下りスピード10Gbpsが達成されている。基地局の高EIRP化とともに小型軽量化低

消費電力化も同時に進んでいる。広い周波数割当てにも対応できるように広帯域幅化も進んでお

り市場では既に連続800MHz幅、非連続1.4GHz幅(Frequency separation class III対応)の基地局

も調達可能となっている。また、一定のカバレッジを確保するためには多くの基地局の設置を必

要とする。このため、小型化された基地局は場所を問わず必要な場所へのフレキシブルな設置が

可能となり、ミリ波展開における重要な役割を担う。街灯に簡単に設置することに特化した小型

基地局も存在する。また、ミリ波は遮蔽損が大きく、屋外に設置した基地局から屋内のカバレッ

ジをサポートすることは一般的に困難であるため、屋内に特化した基地局も準備されている。 
端末向けモデムRFの設計資産を流用し、SoC化、モジュール化により小型化、低コスト化、低

消費電力を実現した基地局向けモデムプロセッサが登場してきている。 
ORANに対応したミリ波のRU(Radio Unit)は小型・軽量・低消費電力を実現し、内蔵したアン

テナ装置によりビームフォーミングをサポート、製品によってはSub 6とミリ波のデュアルバン

ド構成のものもある。また、無線部(RU)、制御部(CU/DU)の一体化により小型化を実現した製品

も実現され迅速なネットワーク構築が可能になっている。 
 

 
Fig. 9-5 ミリ波RUの外観 (NEC製、富士通製) 
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9.3 アンテナ・デバイス 
日本で割り当てが行われているミリ波は28 GHz帯であるが、世界的には26 GHz、39 GHz、41 

GHzが利用可能な地域も存在する。これらの周波数帯を一つのアンテナモジュールで対応できる

製品も存在し共通のデバイスが利用できるようになっている。また、樹脂多層基板をL字型に形成

し、別方向を向く2面の基板にそれぞれアンテナを配置することで、1個のRFICで2方向への電波

放射を可能にしたアンテナモジュールも製品化されており、安定したミリ波無線通信を実現し、

通信部品の点数減による端末の薄型化、製造コスト削減に貢献することが期待される。 
基地局向けデバイスとしては、高周波信号の位相ばらつきが少ない実時間移相機構や、位相・

振幅ばらつき・補償機構により、高精度に電波の指向性を制御できるミリ波帯フェーズドアレイ

無線機が開発され、安価で量産可能なシリコンCMOS集積回路チップによるものも実現している。 
 

 
Fig. 9-6 L-shape Antenna Array Integrated Module (村田製作所製) 

 

 
Fig. 9-7 Antenna Array Integrated Moduleの端末内配列 (村田製作所提供） 

 

 
Fig. 9-8 グローバルミリ波バンド対応アンテナモジュール(24 – 29 GHz & 39 – 41 GHz)  

(クアルコム製） 
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Fig. 9-9 基地局向け8x8アレイアンテナモジュール(24 – 29 GHz) 

 (フジクラ製) 
 
9.4 測定評価機器 
測定評価機器やシミュレーターが必要となるのはRFICの開発時、それを組み込んで作り上げた

機器の評価時、および運用しているシステムの実性能確認、検証時である。 
FR2の評価では端末からRU(gNB)間の物理層に対応できるマイクロ波送受信機能をもった機器

が必要となるが、様々なメーカーからすでにそれぞれの測定分野に向けて用意されている。 
 

9.4.1 FR2 端末の性能試験 
FR2での端末のRF試験は通常ケーブル、コネクタ接続が困難なためOTAで行われる。 
3GPPのOTA試験 はTS38.521-2で規定されている。この測定には、疑似的に基地局からの無線

信号を端末に向け発生させるgNBエミュレータ、必要に応じて伝送空間特性を疑似的に作成させ

るチャネル・モデル・エミュレータ、数GHzからFR2の周波数へ変換するラジオ・ヘッドおよび

電波暗箱などが必要となる。なお、5章の測定評価ではこの機材を使った端末の特性評価が記述さ

れている。 
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9.4.2 FR2 エリアテスト 
RFICや機器の開発と違い、実使用条件で期待通りストレスなく端末が動作するか検証する必要

のあるオペレータ、システムインテグレータにとっては、実運用動作時の基地局との通信のやり

とりのログを記録、解析できる機器が求められる。各社からそれぞれ特徴のある製品がリリース

されている。これは携帯電話や通信機器に専用のソフトウエアを入れ、動作状況でのログを記録、

解析するツールである。評価に使う端末がFR2をサポートしていれば、接続状況に応じて例えば

アンカーLTE, FR1およびFR2の端末、基地局間での通信ログの同時記録、解析が可能である。 
 

 
 

Fig. 9-10 Nemo Handy 市販スマホ上でFR2モニタ例 (Keysight提供) 
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9.4.3 電波環境のモニタ 
Local 5Gなどの置局、サービスを行うシステムインテグレータ、サービスプロバイダーにとっ

て信頼性を担保するためには現地での電波環境調査が事前、および運用時重要である。しかし5G 
の展開と運用では、干渉信号の分析がより複雑になる。これは、信号がバーストやパルスで現れ

る傾向があり、トラヒックに依存するためである。 掃引速度が遅く、デッドタイムの予想が難し

いため、従来のスペクトラム・アナライザーでは抜けなく捉えることができないこともある。ま

た、キャリア信号が干渉信号をマスクするため、検出が困難な場合もある。これらの問題を解決

するには、リアルタイム スペクトラム アナライザ (RTSA) を備えたシグナル アナライザが有

効である。 リアルタイムスペクトラムアナライザーは、スナップショット高速フーリエ変換 
(FFT) 技術を使用して、データのサンプリング、計算、および処理を同時に行う。現場でのトラ

ブルシューティングに適した電池駆動可能な可搬型の製品においても、100MHz以上のリアルタ

イム帯域をもつ製品がすでに市場にリリースされている。基地局設置や保守運用点検では、3GPP
に準拠したRF分析ツールが利用されている。ミリ波に対応するUEシミュレーターも準備されて

おり、基地局、ネットワーク試験が可能となっている。 
 

 

Fig 9-11 ネットワーク敷設・メンテナンステストツール及びネットワークパフォーマンス・

キャパシティテスター (VIAVI製) 
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9.5 レピータ 
第４章、第５章でも触れられているが、ミリ波のカバレッジを広げる方法として多くのスモー

ルセルやレピータを設置することがあげられる。スモールセルは新しく鉄塔を建てるよりも経済

的でキャパシティーを増やすことが可能だが、ファイバーなどバックホールを設置しなければな

らず、複雑で費用のかかる作業が必要となる。一方、ミリ波レピータは電波の中継装置で、スモ

ールセルに比べ設置はシンプルで、遮蔽物などで電波が遮蔽されて届かないエリアに対して、 電
波を中継して電界強度やスループットを改善する効果がある。中継方式は非再生方式で、周波数

変換をしないで28GHzのまま基地局側（ドナー）から端末側（サービス）へ増幅して中継してお

り、非常に低遅延で動作できる。  
また、GPSを使わないで、基地局から定期的に送信されるSSB信号を受信することでTDD同期

を取り、 送受信を自動で切替える双方向の増幅器を内蔵している製品も存在する。AI機能が搭載

され簡単に設置可能でコスト効果も高いスマートレピータもあり、米国ではLED街路灯などに設

置されている。 

 
一体型アンテナ： 

• 表側に端末対向アンテナ、裏側に基地局対向アンテナを配置した構成（18×18×5cm） 

• 基地局対向アンテナは32素子のアレーアンテナでビームフォーミングにより基地局を自

動で探索 

 端末対向アンテナは4素子のパッチアンテナで広角に放射できる構成 

• 主な仕様は以下の通りである。  

・信号帯域幅：400MHz  

・基地局対向（上り回線）出力EIRP）：42dBm/400MHz  

・端末対向（下り回線）出力（EIRP）：30dBm/400MHz 

Fig. 9-12 ミリ波レピータ（DXアンテナ製） 
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Fig. 9-13 ドナーユニットとサービスユニットの2つの筐体で構成されるミリ波レピータ 
 (FR-Tech製) 
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10 ミリ波ビジネス展望 
第9章に示したように、ミリ波に対応するネットワーク機器、端末、測定機等、ソリューション

は整いつつあり、これらを活用した5Gの発展が望まれるが、ミリ波のネットワーク展開、端末の

普及、能力・特性をフルに活用するサービスの開発がなかなか進まない負のスパイラルが発生し

ている状況から、これらをどう正のスパイラルに変換していくかが今後のビジネス展望の鍵にな

る。本章では、正のスパイラルに変換していくための取り組みとして考えられるものをまとめる。 
 

10.1 エリア展開 
ミリ波活用の観点から機器の高度化は重要であり、伝搬特性から生じる課題を解決するため、

ビームフォーミング等の高度化、高効率化、低消費電力化を図ることができるRU（Radio Unit）
の導入、 Sub6とミリ波を組み合わせて使用する NR-DCの導入などの進展が求められる。現在は

Sub6の導入がメインであるが、それに重ね合わせる形でNR-DCによりミリ波も導入していくな

どの展開がミリ波をスムースに導入する上では有効である。 
ミリ波のインフラ整備を円滑に進めるためには、インフラシェアリングや既存アセットを活用

した効率的な投資を推進するとともに、条件不利地域における投資を補助金等により支援するこ

とが求められる。 
ミリ波の利用促進に向けては、中継局や高出力 端末 の利用を可能にするための制度整備等を

早期に進めるとともに、基地局免許を包括免許の対象にすること等、免許手続の迅速・簡素化を

検討することも求められる。それに対し、既に2023年6月に総務省から中継局及び高出力端末等の

技術的条件に関する答申が発表されており[1]、早期の関連規定の整備が期待される。 
ローカル5GにおいてはSAの導入要望が高いためミリ波でのSA実装が有効であり、その実現と

市場導入、装置ラインナップの充実等が求められる。 
 

10.2 他業界への5G／ミリ波の訴求活動とサポート 
移動通信業界以外の業界の企業や団体において、5G／ミリ波の潜在的なニーズは多く存在する

にも関わらず、その有効性に気づいていない、気づいているとしてもどう活用・導入すればよい

かで躊躇されている会社や団体が多いのが現状である。 
また、5Gシステムは多様な用途に汎用的に利用可能とするために多くの機能やパラメータが標

準仕様として規定されていることから、導入時および導入後のシステムの最適化や運用には専門

的な知識とスキルが必要であり、それを他業界の企業・団体で自ら実施することは困難である。 
そのような他業界の方々に対し、5G／ミリ波の有効性やユースケース等を訴求する活動や、シ

ステム導入のサポートが普及に向けての第一のカギとなる。すでに通信事業者やローカル5G事業

者が個々に対応している状況ではあるが、国内外での5G／ミリ波の普及を推進する上では、この

活動を協調領域として移動通信関係省庁、企業、団体で協力して対応することが必要である。 
訴求活動の一環として、本アドホックにてメディアを立ち上げ、「Telegraphic」として活動を

開始した。 
https://www.telegraphic.jp/ 
次に「Telegraphic」のウェブページを引用し、その活動方針・概要について紹介する。 
 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

https://www.telegraphic.jp/
https://www.telegraphic.jp/
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TeleGraphicとは 
 
5Gの商用化に向け、3.7ＧHz、4.5GHzのsub6と称される周波数帯とともに、28GHz帯のミリ波

が1事業者当たり400MHzの広い帯域幅で割り当てられ、また地域の企業や自治体等の主体による

エリア限定のスポット的な利用向けのローカル5Gに対しても4.7GHz帯とともに28GHz帯が割り

当てられていました。ミリ波はその広い周波数帯域幅により、5Gの特徴の一つである超高速・大

容量通信・低遅延通信等のいわば「本丸」と位置付けられる最新通信技術として、様々な産業分

野における新しいサービスの創造に寄与すると考えられます。また、ミリ波はその次に控えるテ

ラヘルツ波（6G）の序章とも位置付けられますから、現時点でのミリ波の導入が近い将来の継続

的な社会発展・産業振興・持続可能な社会に直結することも考えられます。 
 
ミリ波は通信業界を代表する最先端通信技術ですが、言うまでもなく他の様々な業界にも社会

実装を目前にした、あるいはすでに実装済みの最先端技術・設備が数多く存在します（特に日本

は製造業における海外からの注目度が高い最先端技術の質と量を誇ります）。そして、通信にお

ける最先端技術（ミリ波）と各産業における最先端技術のコラボレーションが新しい事業創造に

繋がる、ミリ波は他産業の最先端技術をより高付加価値なものとしてアップデートできる、と確

信しています。ただし、そのためには通信業界のエンジニア／ビジネスプロデューサが、他の産

業の最先端技術の詳細やビジネスモデルをきちんと学ぶ必要がありますし、産業技術サイドにも

ミリ波に代表される通信技術の特性を正しくご理解いただく必要があると考えています。 
 
「TeleGraphic」はミリ波に代表される最先端通信技術と最先端産業技術のコラボレーション

を新しい事業創造につなげていくためのプラットフォームとしてスタートします。通信技術と産

業技術の両サイドのエンジニア／ビジネスプロデューサが有機的にコラボレーションするメディ

アでもあります。そのため、「TeleGraphic」 で展開する記事やイベント等は基本的に、1）通信

技術の最先端、2）産業技術の最先端、3）事業開発の3軸で構成します。同時に「TeleGraphic」
は英語版も公開しました。日本の通信技術／産業技術の海外向けのテクノロジーマーケティング

用プラットフォームとしても微力ながら貢献できるものと考えています。 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 
「TeleGraphic」では月に一回、様々な業界のキーパーソンをお招きし、当該業界の最先端技術

に関する話題提供をいただくと同時に、話題提供いただいた講師も交えて、5G/ミリ波の普及推進

策、ビジネス化について議論するワークショップを開催している。本白書にご興味を持っていた

だいた方、5G/ミリ波の活用にご興味を持たれている各種業界の方々には是非、本メディアに登録

いただくとともに、イベント／ワークショップへの参加をお願いしたい。 
登録先URL: https://www.telegraphic.jp/weekly/ 
 

  

https://www.telegraphic.jp/en/
https://www.telegraphic.jp/weekly/
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さらなる他業界へのアプローチとしては、個社のビジネス的なアプローチとともに、業界団体

間での連携・協力を進めることで5G/ローカル5Gとミリ波の社会実装とビジネス化を加速するこ

とができる。XGMFに他業界団体を引き込む活動だけでなく、XGMF自ら他業界団体の会合やイ

ベントに参加し、他業界での5G/ローカル5Gとミリ波のユースケースや導入メリットを説明・実

証することが重要である。XGMFは、5G/ローカル5Gとミリ波の適用先として最も重要な業界の

一つである製造業界との連携を推進するため、Flexible Factory Partnership Project(FFPA)との

MoUを締結した[2]。またXGMFは、5GMFにおいて既にMoUを締結していた5G Alliance for 
Connected Industries and Automation(5G-ACIA)との連携を引き継ぎ、協力している。XGMF 
ODAIBA IX Coreプロジェクトでは、FFPA, 5G-ACIAとの情報共有やワークショップを3団体で

連携して開催するなどして、5G/ローカル5Gとミリ波の普及活動を進めている。 
 

10.3 ミリ波普及推進の場の提供 
本白書で議論されている様々な要素を鑑みると、ミリ波の展開には研究開発、サービス開発的

な要素が残されていると考えられる。まず、ミリ波の実力を実験、実証できる場を準備しオープ

ンイノベーションを促進する場を提供することが重要である。これらの場は、あらゆる業界の企

業・団体やアカデミアが自由かつ無償で参加可能とし、協調領域として運営できることが望まし

い。また、免許手続きの簡素化や迅速化が求められる。 
 

10.3.1 一般ユーザー向け 
一般ユーザーに向けてミリ波が必要とされる典型的な場所（ホットスポット、スタジアム、イ

ベント会場、等）に、ミリ波基地局を集中して展開し、混雑しているような環境においても高ス

ループットが維持できるなど有効性をアピール、体験をしてもらう。オフロード需要の高いとこ

ろに設置することで、ミリ波搭載端末と非搭載端末での違いを認識させることも可能である。ミ

リ波のカバレッジを低コストで拡張するためには、レピータの活用も可能である。市場で販売さ

れているスマートフォン等の端末を使って体験できることが重要な要素となる。このような場を

使って、ミリ波＋ユースケースでイベントを開催し、ミリ波搭載端末で楽しめることをアピール

していく。 
 

10.3.2 コンシューマーサービス開発者向けミリ波ラボ 
事業者商用ネットワークの利用を前提としたXR等のミリ波を生かせる高品質サービスの開発、

展開につなげるための実験環境を整える。必ずしも高需要エリアに展開する必要はなく、トラヒ

ックの条件はある程度管理ができる状況が望ましい。一般ユーザー向けのミリ波エリアとは、デ

ータ取得などができる実験環境を整えている点が異なる。 
 

10.3.3 ローカル5G開発者向けミリ波ラボ 
ローカル５Gとの親和性については第7章で述べている通りであり、ミリ波の性能を生かせるユ

ースケースを実体験できる場、検証施設を用意し、ローカル5Gシステム提供者やOT(Operation 
Technology)プレイヤー、プライベートネットワークユーザーの間でミリ波の有効性を訴求する。

Wi-Fiとの特性上の差の明確化も必要となる。 
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10.4 5Gワイヤレス人材育成 
5G／ミリ波の普及推進には、他業界に対する有効性の訴求とサポートが重要であるが、それを

推進できる人材の不足が現状の課題である。それに対応するためには、5Gワイヤレス人材の育成

が極めて重要である。5G／ミリ波提供する側の人材育成とともに、使う側の人材育成も考慮すべ

きである。それに加えて、ユーザー、企業、大学等をつなぎ、組み合わせることのできる人材の育

成・確保に向けた取組が求められる 
 

参考文献 
[1] 「新世代モバイル通信システムの技術的条件」のうち「5G 等の利用拡大に向けた中継局及び

高出力端末等の技術的条件」－情報通信審議会からの一部答申－ 
https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000597.html 

[2] XGMF ニュース ＸＧモバイル推進フォーラムと FFPA、産業用無線通信に関する覚書を締

結 
https://xgmf.jp/2024/10/09/861/ 

  

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01kiban14_02000597.html
https://xgmf.jp/2024/10/09/861/
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おわりに 
将来の継続的な社会発展や持続可能な社会の実現に向け、5Gのニーズはより多様化し、高性能

化の要望が高まることは明白である。それを実現する上で、5Gから新たに導入された周波数帯で

あるミリ波の普及は4Gからの明確な性能差をもたらすキーであり、喫緊の課題である。5Gモバイ

ル推進フォーラム（5GMF）内に設立されたミリ波普及推進アドホックにて作成された本白書に

は、ミリ波普及に必要な検討や情報が網羅的に盛り込まれている。そもそもなぜミリ波が必要な

のか、ミリ波はなぜ普及していないのか、その現状と課題をとらえた上で、課題を解決可能な技

術やユースケース、導入シナリオ、利用可能なソリューションに関する情報が盛り込まれている。

国内で工場・施設内における利用が期待されるローカル5Gとミリ波との親和性にも着目し、その

相乗効果による普及推進にも言及している。さらにミリ波普及を推進するために、ビジネスおよ

び制度面の観点でどう取り組むべきかについての提言も盛り込んでいる。 
2024年4月1日に5GMFとBeyond 5G推進コンソーシアムが統合され、XGモバイル推進フォー

ラム(XGMF)が発足したことに伴い、旧5GMFミリ波普及推進アドホックでの活動はXGMF内の

ODAIBA IX Coreプロジェクトに引き継がれた。ODAIBA IX Coreプロジェクトとしてはこの白

書を元に、ミリ波とローカル５Gの普及に向けた活動を精力的に進める所存である。5Gやローカ

ル5Gに関わる企業、団体の方々にはもちろん、5Gの導入による業務の効率化や事業拡大を検討さ

れているあらゆる業界の方々にも本白書を参考として頂きたい。本白書でミリ波普及に利する技

術やソリューションの情報も盛り込んでいるが、いまだ、それらを着実に社会実装するには、訴

求活動だけでなく、積極的・戦略的なミリ波エリア構築、さらなるコスト削減、機器の性能向上、

新たなユースケース開拓に向けた技術開発が必要である。6Gに向けてもミリ波は重要な周波数資

源であり、サブテラヘルツにおよぶ周波数開拓上もミリ波のソリューション、実装・運用から得

られるフィードバックは重要なベースラインとなる。そのために、企業やアカデミアの将来の通

信技術の研究開発に携わる方々にも着目頂きたい。 
ODAIBA IX Coreプロジェクトでは今後も引き続き検討を進め、白書の内容をアップデートす

る予定である。本白書を読まれた方からご意見、ご感想、ご要望、情報提供を頂ければ幸いであ

る。また、本白書で紹介させていただいたメディア「TeleGraphic」にご登録いただくとともに、

定期的に企画しているイベント／ワークショップに参加いただき、5G/ローカル5Gとミリ波の普

及を推進するために、業界関係者とともに業界を越えた人的ネットワーキングを広げ、連携させ

ていただければ幸いである。 
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付録（ミリ波普及に向けた既存のソリューション 参考情報リンク一覧） 
 

端末ソリューション例 
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x65-5g-modem-rf-
system 
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x70-modem-rf-
system 
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x75-5g-modem-rf-
system 
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/smartphones/snapdragon-8-
series-mobile-platforms/snapdragon-855-mobile-platform 
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/smartphones/snapdragon-8-
series-mobile-platforms/snapdragon-870-5g-mobile-platform 
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/pcs-and-tablets/snapdragon-8-
series-mobile-compute-platforms/snapdragon-8cx-gen-2-5g-compute-platform 
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/pcs-and-tablets/snapdragon-8-
series-mobile-compute-platforms/snapdragon-8cx-gen-3-compute-platform 
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x62-5g-modem-rf-
system 
https://www.nokia.com/networks/technologies/mmwave-fwa/ 
https://xperia.sony.jp/xperia/xperiapro/ 
 

基地局ソリューション例 
https://www.fujitsu.com/global/products/network/solutions/5gran/ 
https://jpn.nec.com/nsp/5g_vision/o-ran.html 
https://jpn.nec.com/nsp/5g/local5g/product.html 
https://www.nokia.com/networks/mobile-networks/airscale-radio-access/mmwave-radio/ 
https://www.nokia.com/blog/nokia-fixes-mmwave-wireless-access/ 
https://www.nokia.com/about-us/news/releases/2021/06/08/nokia-qualcomm-and-
uscellular-hit-extended-range-5g-world-record-over-mmwave/ 
https://www.nokia.com/about-us/news/releases/2021/10/12/nokia-gives-fixed-wireless-
access-a-boost-by-enabling-5g-mmwave-indoor-installations/ 
https://www.nokia.com/about-us/news/releases/2022/06/21/nokia-and-elisa-achieve-over-
2-gbps-5g-uplink-speeds-on-mmwave-with-qualcomm-solutions/ 
https://www.nokia.com/about-us/news/releases/2022/10/18/nokia-5g-mmwave-fwa-
technology-selected-for-nbn-fixed-wireless-broadband/ 
https://www.nokia.com/about-us/news/releases/2022/10/12/nokia-demonstrates-
immersive-stadium-experience-with-5g-private-wireless-at-2022-tissot-uci-track-world-
championships/ 
https://www.nokia.com/about-us/news/releases/2022/11/15/nokia-and-tpg-telecom-set-

https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x65-5g-modem-rf-system
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x65-5g-modem-rf-system
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x70-modem-rf-system
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x70-modem-rf-system
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x75-5g-modem-rf-system
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x75-5g-modem-rf-system
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/smartphones/snapdragon-8-series-mobile-platforms/snapdragon-855-mobile-platform
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/smartphones/snapdragon-8-series-mobile-platforms/snapdragon-855-mobile-platform
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/smartphones/snapdragon-8-series-mobile-platforms/snapdragon-870-5g-mobile-platform
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/smartphones/snapdragon-8-series-mobile-platforms/snapdragon-870-5g-mobile-platform
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/pcs-and-tablets/snapdragon-8-series-mobile-compute-platforms/snapdragon-8cx-gen-2-5g-compute-platform
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/pcs-and-tablets/snapdragon-8-series-mobile-compute-platforms/snapdragon-8cx-gen-2-5g-compute-platform
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/pcs-and-tablets/snapdragon-8-series-mobile-compute-platforms/snapdragon-8cx-gen-3-compute-platform
https://www.qualcomm.com/products/mobile/snapdragon/pcs-and-tablets/snapdragon-8-series-mobile-compute-platforms/snapdragon-8cx-gen-3-compute-platform
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x62-5g-modem-rf-system
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/snapdragon-x62-5g-modem-rf-system
https://jpn/
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new-5g-uplink-speed-record-in-australia/ 
https://www.ericsson.com/en/small-cells/outdoor-coverage 
https://www.ericsson.com/en/portfolio/networks/ericsson-radio-system/radio/small-
cells/indoor/indoor-air-1279 
 

アンテナ・デバイスソリューション例 
https://jpn.nec.com/press/201906/20190603_01.html 
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/rf/qtm545 
 

測定器ソリューション例 
https://www.viavisolutions.com/ja-jp/products/oneadvisor-800-wireless-platform 
https://www.viavisolutions.com/ja-jp/node/60033 
https://www.viavisolutions.com/ja-jp/products/tmlite-network-tester#overview 
https://www.keysight.com/jp/ja/product/S8711A/s8711a-uxm-5g-test-application.html 
https://www.keysight.com/jp/ja/product/NTH00000B/nemo-handy-handheld-
measurement-solution.html 
https://www.keysight.com/jp/ja/cmp/use-case/5g-field-interference-hunting.html 
 

レピータソリューション例 

https://movandi.com/study-reveals-huge-cost-savings-for-mmwave-5g-
deployments-using-streetlights/ 

 

https://www.ericsson.com/en/small-cells/outdoor-coverage
https://www.qualcomm.com/products/technology/modems/rf/qtm545
https://www.viavisolutions.com/ja-jp/products/oneadvisor-800-wireless-platform
https://www.viavisolutions.com/ja-jp/node/60033
https://www.viavisolutions.com/ja-jp/products/tmlite-network-tester#overview
https://www.keysight.com/jp/ja/product/S8711A/s8711a-uxm-5g-test-application.html
https://www.keysight.com/jp/ja/product/NTH00000B/nemo-handy-handheld-measurement-solution.html
https://www.keysight.com/jp/ja/product/NTH00000B/nemo-handy-handheld-measurement-solution.html
https://movandi.com/study-reveals-huge-cost-savings-for-mmwave-5g-deployments-using-streetlights/
https://movandi.com/study-reveals-huge-cost-savings-for-mmwave-5g-deployments-using-streetlights/
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